




 

は じ め に 

 
岡崎市では、平成27年に策定した第４次障がい者

基本計画に基づき、「思いやり つながりあって 
⾃分らしく⽣きる都市（まち）岡崎」の実現に向け、
障がい者施策を総合的に推進してまいりました。 

 
この間、国においては、障害者差別解消法や障害

者による⽂化芸術活動の推進に関する法律が施⾏
され、また、令和３年３⽉から障がい者の法定雇⽤
率が引き上げられるなど、障がい者の社会参加の推
進や地域共⽣社会の実現に向けた環境の整備が進
められてきました。 

 
本市におきましても、平成29年に「こども発達センターすくも」が開所、平成

30年に障がい者の活動拠点となる「友愛の家」がリニューアルオープンするなど、
環境を整えてまいりました。 

今後も引き続き障がい児・者が安⼼して暮らせるまちづくりを⽬指すため、第４
次基本計画の理念を継承し、「第５次岡崎市障がい者基本計画」を策定しました。 

令和３年４⽉には福祉総合相談体制がスタートし、障がい者・⾼齢者・こども・
⽣活困窮者など様々な地域福祉課題を抱えた世帯等を包括的に⽀援してまいりま
す。また、障がい者⾃⽴⽀援協議会の拡充を図り、市⺠の皆様の声を障がい者施策
に反映してまいります。 

これからも、⼀⼈ひとりが個性を輝かせ、尊重し合い、誰⼀⼈取り残さない「⽇
本⼀の幸せを実感できるまちづくり」を進めてまいりますので、皆様のより⼀層の
ご理解とご協⼒をお願いいたします。 

 
結びに、本計画の策定に当たり、ご尽⼒いただきました岡崎市障がい者⾃⽴⽀援

協議会委員の皆様を始め、岡崎市社会福祉審議会障がい者福祉専⾨分科会委員、障
がい者団体など、多くの皆様に⼼から感謝申し上げます。 

 
令和３年３⽉ 

岡崎市⻑ 中根 康浩  
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆表紙のマークについて 
 

「岡崎ルネサンス」のシンボルマーク 
「岡崎ルネサンス」は、岡崎市シティプロモーションのコンセプトです。岡崎市

の伝統や⽂化を⾰新し、新しい価値を⽣み出そうとする未来に向かった前向きな活
動を「岡崎ルネサンス」活動として推進し、岡崎市の活⼒維持、持続的な発展につ
なげます。  

「スリーハート宣⾔ ―⼼は密に―」のマーク 
新型コロナウイルスの感染拡⼤に際し、市⺠の皆様に少しでも前向きに、⼼は密

に「新しい⽣活様式」に基づいた⽣活を送っていただきたいという思いを込め、ス
ローガン「スリーハート宣⾔ ―⼼は密に―」を掲げました。 

マークは、徳川家の葵の紋をベースに、3つのハートが寄り添ったデザインで、そ
れぞれのハートの中にスリーハート宣⾔（①思いやりのある⾏動、②ありがとうの
気持ち、③笑顔を忘れずに）を⽰すイラストをあしらっています。 
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第１章 計画の策定にあたって 

2 

１ 計画策定の背景 
   ◆◇◆ 

 

(1) 障がい者を取り巻く環境の変化 

昭和56（1981）年の国際障害者年を契機に、障がい者の「完全参加と平等」の実
現に向けた取り組みが始まってから、まもなく40年を迎えます。この間、障がい者
を取り巻く環境は⼤きく変化しました。 

わが国においては、「完全参加と平等」をめざして障がい者に関する施策（以下「障
がい者施策」といいます。）が進められる中、平成５（1993）年に、障がい者の⾃
⽴と社会参加の⼀層の促進を図るため、昭和45（1970）年に制定された「⼼⾝障害
者対策基本法」が抜本改正され、「障害者基本法」が制定されました。この法律にお
いて市町村の努⼒義務とされた障がい者計画の策定は、平成16（2004）年の改正に
より平成19（2007）年４⽉から義務づけられることとなりました。 

障がい者に対する福祉サービスの変遷については、平成15（2003）年に、従来の
「措置制度」から、利⽤者の⾃⼰決定を重視した契約制度である「⽀援費制度」に
移⾏され、サービスの充実が図られました。しかし、サービスの利⽤者が急増した
ことや精神障がい者がサービスの対象になっていなかったこと、施設⼊所者の地域
⽣活への移⾏や就労の⽀援などの課題に対応するため、平成18（2006）年に、「障
害者⾃⽴⽀援法」が施⾏され、サービス体系の再編などが図られるとともに、市町
村に障がい福祉サービス等の⾒込量とその確保策などを⽰す障がい福祉計画の策定
が義務づけられました。平成25（2013）年には、「障害者⾃⽴⽀援法」は⾒直され、
「障害者の⽇常⽣活及び社会⽣活を総合的に⽀援するための法律」（以下「障害者総
合⽀援法」といいます。）として施⾏され、難病患者等がサービスの対象となるなど、
サービスの充実が図られました。平成28（2016）年には、「障害者総合⽀援法」施
⾏後３年を⽬途としたサービスのあり⽅等の⾒直しを踏まえ、「障害者総合⽀援法」
と「児童福祉法」が改正され、サービスの拡充が図られるとともに、市町村に障が
い児福祉計画の策定が義務づけられました。 

また、障がい者の外出時の障壁を除去するための環境整備については、平成６
（1994）年に「⾼齢者、⾝体障害者等が円滑に利⽤できる特定建築物の建築の促進
に関する法律」、平成12（2000）年に「⾼齢者、⾝体障害者等の公共交通機関を利
⽤した移動の円滑化の促進に関する法律」が施⾏されました。平成18（2006）年に
は、この２つの法律を⼀体化した「⾼齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関
する法律」（以下「バリアフリー法」といいます。）が施⾏され、公共的建築物や公
共交通機関等におけるバリアフリー化が進められました。 
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このように、障がい者が⽇常⽣活や社会⽣活を送る上で必要なサービスの提供や
環境整備が進められたものの、社会的障壁の解消までには⾄っていません。 

国際社会においては、平成18（2006）年に、国際連合により、障がい者の権利や
尊厳を保護し、促進するための包括的かつ総合的な国際条約として「障害者の権利
に関する条約」（以下「障害者権利条約」といいます。）が採択され、平成20（2008）
年から発効されています。 

我が国においては、平成19（2007）年の同条約の署名以降、条約の締結に向けた
国内法の整備が進められてきました。平成23（2011）年には、「障害者基本法」が
改正され、障がい者の定義を⾒直すとともに、障がいを理由とする差別などによる
権利侵害⾏為の禁⽌や社会的障壁の除去を怠ることによる権利侵害の防⽌などが基
本原則に盛り込まれました。また、同年には「障害者虐待の防⽌、障害者の養護者
に対する⽀援等に関する法律」が制定され、平成24（2012）年に施⾏されました。
さらに、平成25（2013）年には、「障害者基本法」の差別の禁⽌に関する基本原則
を具体化するため、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下「障
害者差別解消法」といいます。）が制定されました。 

このほか、平成17（2005）年には「発達障害者⽀援法」、平成25（2013）年に
は「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（以下
「障害者優先調達推進法」といいます。）が施⾏されました。また、同年には、「精
神保健及び精神障害者福祉に関する法律」、「障害者の雇⽤の促進等に関する法律」
が改正されるなど、障がい者の⼈権の尊重などについて、着実な取り組みが進めら
れてきました。 

こうした国内法の整備などを経て、我が国は、平成26（2014）年１⽉に「障害者
権利条約」を批准し、同年２⽉に効⼒を発することとなり、平成28（2016）年４⽉
の障害者差別解消法の施⾏を迎えました。 

これらを受け、発達障がい者への⽀援の⼀層の充実を図るため、同年に「発達障
害者⽀援法」が改正されたほか、平成30年（2018）には、「2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技⼤会」の契機もとらえ、「⼼のバリアフリー」の推進を図る
ため、「バリアフリー法」が改正されました。また、同年に「障害者による⽂化芸術
活動の推進に関する法律」が施⾏されるなど、障がい者の社会参加を図る環境整備
も進められつつあります。 
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(2) 岡崎市の取り組み 

このように、障がい者を取り巻く環境が⼤きく変化する中、岡崎市では、「障害者
基本法」の制定を受け、平成11（1999）年に「岡崎市障がい者基本計画」を策定し
ました。その後、平成15（2003）年の⾝体障がい者⼿帳の交付事務や精神保健に関
する事務などが移譲される中核市への移⾏を経て、平成17（2005）年に「第２次岡
崎市障がい者基本計画」を策定、平成18（2006）年の額⽥町との合併を経て、平成
21（2009）年に「第３次岡崎市障がい者基本計画」を策定しました。この間の平成
16（2004）年に「障害者基本法」が改正され、平成19（2007）年４⽉から市町村
における障がい者計画の策定が義務化されました。 

平成18（2006）年の「障害者⾃⽴⽀援法」の施⾏に伴い、義務化された障がい福
祉計画については、平成19（2007）年に「第１期岡崎市障がい福祉計画」、平成21
（2009）年には「第２期岡崎市障がい福祉計画」、平成24（2012）年には「第３期
岡崎市障がい福祉計画」を策定しました。 

これらの計画期間の満了にあたり、平成27（2015）年に、めまぐるしく変わる法
制度に対応するとともに、障がい者が抱える課題を解消し、住みなれた地域におい
て総合的な⽣活⽀援の充実を図るため、障がい者施策の基本的な指針となる「第４
次岡崎市障がい者基本計画」と、福祉サービス分野における実施計画である「第４
期岡崎市障がい福祉計画」を⼀体的に策定しました。 

平成30年（2018）年には、「第４次岡崎市障がい者基本計画」の中間⾒直しを⾏
うとともに、「第５期岡崎市障がい福祉計画」と、平成28（2016）年の「児童福祉
法」の改正に伴い義務化された「第１期岡崎市障がい児福祉計画」を合わせて策定
しました。 

以上のような動向を踏まえ、障がい者施策を総合的かつ計画的に推進するため、
「第５次岡崎市障がい者基本計画」と「第６期岡崎市障がい福祉計画・第２期岡崎
市障がい児福祉計画」を策定します。 
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２ 計画の性格 
   ◆◇◆ 

 

(1) 計画の位置づけ 

「第５次岡崎市障がい者基本計画」は、障害者基本法第11条第３項に基づく市町
村障がい者計画として、国の障害者基本計画（第４次）や愛知県の障害者計画を踏
まえつつ、岡崎市における障がい者施策の基本的な指針を⽰す計画で、「岡崎市総合
計画」をはじめ、「健康おかざき21計画」（健康増進計画）など、関連する計画と整
合を図りつつ、策定し、推進していきます。 

「第６期岡崎市障がい福祉計画」は、障害者総合⽀援法第88条に基づく市町村障
がい福祉計画として、厚⽣労働省が⽰す「障害福祉サービス等及び障害児通所⽀援
等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（以下「基本指針」といいます。）
を踏まえ、岡崎市における令和３（2021）年度から３年間の障がい福祉サービスな
どの⾒込量とその確保策などを⽰す計画です。「第２期岡崎市障がい児福祉計画」は、
児童福祉法第33条の20に基づく市町村障がい児福祉計画として、同じく厚⽣労働省
が⽰す基本指針を踏まえ、岡崎市における令和３（2021）年度から３年間の障がい
児通所⽀援などの⾒込量とその確保策などを⽰す計画です。ともに、第５次岡崎市
障がい者基本計画の福祉サービス分野における実施計画としての性格を有し、「岡崎
市地域福祉計画」をはじめ、「岡崎市地域包括ケア計画」（⾼齢者福祉計画・介護保
険事業計画）、「おかざきっ⼦ 育ちプラン」（⼦ども・⼦育て⽀援事業計画）など、
関連する計画との調和を図りつつ、策定し、推進していきます。 

図表１－１ 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
障害者基本法 

障害者総合支援法 

・児童福祉法 

障害者基本計画 
（内閣府） 

基本指針 
（厚生労働省） 

岡崎市 
障がい者基本計画 

岡崎市 
障がい福祉計画・ 
障がい児福祉計画 

 
・総合計画 
・健康増進計画 
など 

・地域福祉推進計画 
・高齢者福祉計画・ 
介護保険事業計画 

・子ども・子育て支
援事業計画など 

 
 あいち障害者

福祉プラン 

調和 整合 

基本とする 即する 

愛知県 
障害者計画 

愛知県障害福祉計画 
・障害児福祉計画 
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なお、総合計画（令和３（2021）年３⽉策定）では、基本的な⽅向性を⽰す総合
政策指針において、令和32（2050）年度を⽬標年度としためざす将来都市像を「⼀
歩先の暮らしで三河を拓く 中枢・中核都市おかざき」と定め、その実現に向けて、
今後10年間の分野別指針を10項⽬定めています。 

「第５次岡崎市障がい者基本計画」は、10の分野別指針のうち、「（５）健康で⽣
きがいをもって活躍できる社会づくり」の推進に資するものです。 
【参考】（５）健康で⽣きがいをもって活躍できる社会づくり 
 後期⾼齢者の急激な増加を迎える中にあっても、各主体が我が事として活躍する
地域共⽣社会の実現により保健・医療・福祉・地域が⼀体となって取り組むことで、
誰もが⽣きがいや役割を持って活躍できるまちを⽬指します。 
（「岡崎市総合政策指針」（令和元（2019）年12⽉議決）より抜粋） 
また、本市は、ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals（持続可能な開発⽬

標））の考え⽅を取り⼊れ、誰ひとり取り残さないまちづくりを推進しており、令和
２（2020）年7⽉に「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されました。 

ＳＤＧｓは、平成27（2015）年9⽉の国連サミットで採択された「持続可能な開
発のための2030アジェンダ」に⽰された2030年までに持続可能でよりよい世界を
めざす国際⽬標で、17のゴール・169のターゲットから構成されています。 

「第５次岡崎市障がい者基本計画」と「第６期岡崎市障がい福祉計画・第２期岡
崎市障がい児福祉計画」は、17のゴールのうち、「３．すべての⼈に健康と福祉を」
や「４．質の⾼い教育をみんなに」、「８．働きがいも経済成⻑も」、「10．⼈や国の
不平等をなくそう」、「11.住み続けられるまちづくりを」などに関する課題解決に資
するものです。 
図表１－２ ＳＤＧｓにおける17のゴール 

 

あらゆる場所で、あらゆる形態の
貧困に終止符を打つ。 

 

すべての人々に包摂的かつ公平
で質の高い教育を提供し、生涯
学習の機会を促進する。 

 

飢餓に終止符を打ち、食料の安定
確保と栄養状態の改善を達成す
るとともに、持続可能な農業を推
進する。 

 

ジェンダーの平等を達成し、す
べての女性と女児のエンパワー
メントを図る。 

 

あらゆる年齢のすべての人々の
健康的な生活を確保し、福祉を推
進する。 

 

すべての人に水と衛生へのアク
セスと持続可能な管理を確保す
る。 



第１章 計画の策定にあたって 

7 

 

すべての人々に手ごろで信頼で
き、持続可能かつ近代的なエネ 
ルギーへのアクセスを確保する。 

 

気候変動とその影響に立ち向か
うため、緊急対策を取る。 

 

すべての人のための持続的、包摂
的かつ持続可能な経済成長、生産
的な完全雇用及びディーセン
ト・ワーク（働きがいのある人間
らしい仕事）を推進する。  

海洋と海洋資源を持続可能な開
発に向けて保全し、持続可能な
形で利用する。 

 

強靭なインフラを整備し、包摂的
で持続可能な産業化を推進する
とともに、技術革新の拡大を図
る。 

 

陸上生態系の保護、回復及び持
続可能な利用の推進、森林の持
続可能な管理、砂漠化への対処、
土地劣化の阻止及び逆転、並び
に生物多様性損失の阻止を図
る。 

 

国内及び国家間の格差を是正す
る。 

 

持続可能な開発に向けて平和で
包摂的な社会を推進し、すべて
の人に司法へのアクセスを提供
するとともに、あらゆるレベル
において効果的で責任ある包摂
的な制度を構築する。 

 

都市と人間の居住地を包摂的、安
全、強靭かつ持続可能にする。 

 

持続可能な開発に向けて実施手
段を強化し、グローバル・パー
トナーシップを活性化する。 

 

持続可能な消費と生産のパター
ンを確保する。 

  

 

 

(2) 計画の範囲 

「第５次岡崎市障がい者基本計画」と「第６期岡崎市障がい福祉計画・第２期岡
崎市障がい児福祉計画」における障がい者とは、⾝体障がい者、知的障がい者、精
神障がい者、発達障がい者、難病患者等で、障がい児を含みます。 

なお、「第５次岡崎市障がい者基本計画」は、福祉のみならず、保健・医療、雇⽤・
就労、防災、まちづくり、教育、⽂化・スポーツなど、障がい者施策全般について
⽰す計画であり、その推進にあたっては、障がいの有無にかかわらず、広く市⺠の
理解と協⼒が不可⽋です。したがって、岡崎市⺠のすべてが対象となります。 
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３ 計画の期間 
   ◆◇◆ 

 

「第５次岡崎市障がい者基本計画」の期間は、障がい者施策を中⻑期に⾒据えつつ、
今後３年ごとに策定が⾒込まれる障がい福祉計画・障がい児福祉計画とともに、中間⾒
直しが図られるよう、令和３（2021）年度から令和８（2026）年度までの６年間とし
ます。 

「第６期岡崎市障がい福祉計画・第２期岡崎市障がい児福祉計画」の期間は、厚⽣労
働省が⽰す基本指針に基づき、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３
年間となります。 

図表１－３ 計画の期間 
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国 
障害者基本計画（第3次） 

※平成25年度～ 
障害者基本計画（第4次）     

              

愛知県 

 第３期障害者計画 
あいち障害者福祉プラン 
（第４期障害者計画） 

第4期障害福祉計画 
第5期障害福祉計画・ 

第1期障害児福祉計画 

第6期障害福祉計画・ 

第2期障害児福祉計画 
   

              

岡崎市 

第4次障がい者基本計画 第5次障がい者基本計画 

第4期障がい福祉計画 
第5期障がい福祉計画・ 

第1期障がい児福祉計画 
第6期障がい福祉計画・ 

第2期障がい児福祉計画 
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４ ニーズ等の把握 
   ◆◇◆ 

 

計画の策定にあたり、障がい者のニーズ等を把握するために、令和２（2020）年２
⽉から３⽉まで「障がい者福祉に関するアンケート調査」（以下「アンケート調査」と
いいます。）と同年９⽉に障がい者団体へのヒアリング調査を実施しました。 

図表１－４ アンケート調査結果の概要 

調査対象 調査方法 調査数 回答数 回答率（％） 

①障がい者 
各台帳等から、対象

者を抽出し、郵送に

より調査票を配布・

回収 

2,294 1,536 67.0 

②障がい児 1,423 851 59.8 

③その他市民 799 238 29.8 

④事業者（5月） 220 75 34.1 

 

図表１－５ ヒアリング調査を実施した障がい者団体 

対象団体（７団体） 

岡崎市身体障がい者福祉協会 

岡崎市手をつなぐ育成会 

岡崎肢体不自由児・者父母の会 

岡崎地域精神障がい者家族会 

岡崎市聴覚障害者福祉協会 

岡崎市難聴・中途失聴者の会 

岡崎市視覚障害者福祉協会 
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１ 障がい者⼿帳等の所持者数とサービスの利⽤者数 
   ◆◇◆ 

 

(1) ⼈⼝ 

令和２年４⽉１⽇現在、岡崎市の⼈⼝は387,106⼈で、おおむね増加傾向にあり
ます。 

これを年齢階層別にみると、18歳未満は66,743⼈（17.2％）、18歳以上65歳未満
は230,330⼈（59.5％）、65歳以上は90,033⼈（23.3％）です。18歳未満は減少
傾向にあり、65歳以上は増加傾向にあります。 

図表２－１ 人口の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岡崎市住民基本台帳 
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(2) 障がい者⼿帳等の所持者数 

① ⾝体障がい者⼿帳所持者 
⾝体障がい者⼿帳は、肢体や視覚、聴覚、⾳声、⾔語などの機能のほか、⼼臓

やじん臓、呼吸器、ぼうこう・直腸、⼩腸、肝臓、免疫などの⾝体内部の機能の
障がい者に対して、都道府県または指定都市、中核市より交付されます。 

令和２年４⽉１⽇現在、岡崎市の⾝体障がい者⼿帳所持者は11,477⼈で、ほぼ
横ばい傾向にあります。年齢階層別にみると、18歳未満は338⼈（3.0％）、18歳
以上65歳未満は3,319⼈（28.9％）、65歳以上は7,820⼈（68.1％）で、18歳以
上65歳未満は減少傾向にあり、65歳以上は増加傾向にあります。 

図表２－２ 身体障がい者手帳所持者数の推移（各年４月１日現在） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岡崎市障がい福祉課 
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令和２年４⽉１⽇現在の⾝体障がい者⼿帳所持者数を障がいの種類別にみると、
肢体不⾃由が5,798⼈（50.5％）と最も多く、次いで、内部障がいが3,797⼈
（33.1％）などとなっています。障がいの等級別では、重度障がい（１・２級）
が5,115⼈と、全体の44.6％を占めています。 

図表２－３ 身体障がい者手帳所持者の障がいの種類別・等級別構成（令和２年４月１日現在） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計 

視覚障がい 
252  226  71  31  97  37  714 

35.3  31.7  9.9  4.3  13.6  5.2  100 

聴覚・平衡
機能障がい 

106  368  171  155  5  265  1,070  

9.9  34.4  16.0  14.5  0.5  24.8  100  

音声・言語 
・そしゃく
機能障がい 

4  9  50  35  -  -  98  

4.1  9.2  51.0  35.7  -  -  100  

肢体不自由 
1,130  1,109  1,441  1,186  696  236  5,798  

19.5  19.1  24.9  20.5  12.0  4.1  100  

内部障がい 
1,857  54  950  936  - - 3,797 

48.9  1.4  25.0  24.7  - - 100 

合 計 
3,349  1,766  2,683  2,343  798  538  11,477  

29.2  15.4  23.4  20.1  7.2  4.7  100  

※上段の単位は人、下段は障がいの種類別ごとの等級別構成比（％） 

資料：岡崎市障がい福祉課 
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障がいの種類別に⾝体障がい者⼿帳所持者数の推移をみると、特に、肢体不⾃
由が減少傾向にあり、内部障がいが増加傾向にあります。 

図表２－４ 身体障がい者手帳所持者の障がいの種類別構成の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岡崎市障がい福祉課 

 

障がいの等級別に⾝体障がい者⼿帳所持者数の推移をみると、特に、３級が減
少傾向にあり、４級が増加傾向にあります。 

図表２－５ 身体障がい者手帳所持者の障がいの等級別構成の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岡崎市障がい福祉課 
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② 療育⼿帳所持者 
療育⼿帳は、児童相談所または知的障害者更⽣相談所において、知的障がいと

判定された者に対して、居住地の市町村を通じて都道府県または指定都市より交
付されます。 

令和２年４⽉１⽇現在、岡崎市の療育⼿帳所持者は2,956⼈で、年々増加してい
ます。年齢階層別にみると、18歳未満は944⼈（31.9％）、18歳以上65歳未満は
1,856⼈（62.8％）、65歳以上は156⼈（5.3％）で、いずれも増加傾向にありま
す。 

図表２－６ 療育手帳所持者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岡崎市障がい福祉課 
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令和２年４⽉１⽇現在の療育⼿帳所持者数を等級別にみると、重度（Ａ）の障
がいは1,101⼈で、全体の37.2％となっています。 

図表２－７ 療育手帳所持者の等級別構成（令和２年４月１日現在） 

 Ａ Ｂ Ｃ 合計 

18歳未満 
280  182 482 944 

29.7 19.3 51.0 100 

18歳以上 
65歳未満 

748  544  564  1,856 

40.3 29.3 30.4 100 

65歳以上 
73  69 14  156  

46.8 44.2 9.0 100 

合 計 
1,101  795  1,060 2,956  

37.2 26.9 35.9 100  

※上段の単位は人、下段は年齢階層ごとの等級別構成比（％） 

資料：岡崎市障がい福祉課 

 

障がいの等級別に療育⼿帳所持者数の推移をみると、いずれの等級も増加傾向
にあります。 

図表２－８ 療育手帳所持者の障がいの等級別構成の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岡崎市障がい福祉課 
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③ 精神障害者保健福祉⼿帳所持者 
精神障害者保健福祉⼿帳は、⼀定の精神障がいの状態にあると認定された者に

対して、居住地の市町村を通じて都道府県または指定都市より交付されます。 
令和２年４⽉１⽇現在、岡崎市の精神障害者保健福祉⼿帳所持者は3,838⼈で、

年々増加しています。年齢階層別にみると、18歳未満は98⼈（2.5％）、18歳以上
65歳未満は3,000⼈（78.2％）、65歳以上は740⼈（19.3％）で、いずれも増加
傾向にあります。 

図表２－９ 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岡崎市健康増進課 
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令和２年４⽉１⽇現在の精神障害者保健福祉⼿帳所持者数を等級別に⾒ると、
１・２級が3,125⼈で、全体の81.4％占めています。 

図表２－10 精神障害者保健福祉手帳所持者の等級別構成（令和２年４月１日現在） 

 １ 級 ２ 級 ３ 級 合 計 

18歳未満 
5  76  17  98  

5.1 77.6 17.3 100  

18歳以上 
65歳未満 

268 2,123  609  3,000  

8.9 70.8 20.3 100  

65歳以上 
266 387 87  740  

35.9 52.3 11.8 100  

合 計 
539 2,586 713 3,838  

14.0 67.4 18.6 100  

※上段の単位は人、下段は年齢階層ごとの等級別構成比（％） 

資料：岡崎市健康増進課 

 

障がいの等級別に精神障害者保健福祉⼿帳所持者数の推移をみると、いずれの
等級も増加傾向にあります。 

図表２－11 精神障害者保健福祉手帳所持者の障がいの等級別構成の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岡崎市健康増進課 
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④ 難病患者等 
難病は、原因が不明で治療⽅法が確⽴していない疾病をいい、このうち厚⽣労

働省が指定する特定の疾病の患者に対して医療費の助成が⾏われていましたが、
平成27年１⽉より、「難病の患者に対する医療費等に関する法律」における指定難
病の患者に対して、医療費の助成が⾏われています。 

令和２年３⽉31⽇現在、岡崎市の特定医療費（指定難病）の受給者は1,918⼈
で、減少傾向にあります。なお、特定医療費（指定難病）は333の疾病が対象となっ
ていますが、障害者総合⽀援法では361の疾病が対象となっています。 

図表２－12 特定医療費（指定難病）受給者証所持者数の推移（各年３月31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※対象は、平成27年１月に56疾病から110疾病に、同年７月には306疾病に、平成29年４月に

は330疾病、平成30年４月には333疾病に拡大 

資料：岡崎市健康増進課 
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治療期間が⻑く、医療費負担が⾼額となる児童の慢性疾病の患者に対しては、
児童福祉法に基づき、⼩児慢性特定疾患医療費の助成が⾏われていましたが、平
成27年１⽉より、⼩児慢性特定疾病医療費として助成が⾏われています。なお、
⼩児慢性特定疾病医療費は756の疾病が対象となっています。 

令和元年度の岡崎市の⼩児慢性特定疾病医療費の受給者は378⼈で、やや増加傾
向にあります。 

図表２－13 小児慢性特定疾病医療費受給者証所持者数の推移（各年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※対象は、平成27年１月に514疾病から704疾病に、平成29年４月には722疾病に、平成30年４

月には756疾病に拡大 

資料：岡崎市健康増進課 
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⑤ 発達障がい者 
発達障がいは、発達障害者⽀援法において、⾃閉症、アスペルガー症候群、そ

の他の広汎性発達障がい、学習障がい、注意⽋陥多動性障がい、その他これに類
する脳機能障がいで、その症状が通常低年齢において発現するものと定義されて
います。なお、広汎性発達障がいではなく、⾃閉症スペクトラムや⾃閉症スペク
トラム障がいと呼ばれることもあります。 

発達障がいは、知的障がいを伴うこともあり、療育⼿帳を所持する者もいるほ
か、精神障害者保健福祉⼿帳を所持する者、⼿帳を取得できない者もいます。 

 

資料：政府広報オンライン 
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(3) サービスの利⽤者数 

①  障がい福祉サービス⽀給決定者 
障がい福祉サービスを利⽤するためには、サービスの⽀給決定と受給者証の交

付を受ける必要があります。令和２年４⽉１⽇現在、岡崎市の障がい福祉サービ
ス⽀給決定者は2,454⼈で、年々増加しています。 

図表２－14 障がい福祉サービス支給決定者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岡崎市障がい福祉課 

 

 

②  障がい⽀援区分認定者 
障がい福祉サービスのうち、図表２－15のサービスを受けるためには、障がい

⽀援区分の認定が必要となります。障害者総合⽀援法の障がい⽀援区分は、区分
１から６までとなっています。令和２年４⽉１⽇現在、岡崎市の障がい⽀援区分
認定者は1,651⼈で、障がい福祉サービス⽀給決定者数の67.3％を占めています
（図表２－16）。 

障がい⽀援区分認定者は、18歳以上の障がい者です。18歳未満の障がい児は、
発達段階にあり、時間の経過とともに障がいの状態が変化すること、乳児期は通
常必要となる育児上のケアとの区別が必要なことなど、検討課題が多く、現段階
では使⽤可能な指標が存在しないことから、障がい⽀援区分は設けていません。 
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図表２－15 障がい支援区分の認定が必要なサービス 

サービス名 該 当 区 分 

居宅介護 区分１以上（通院等介助（身体介護を伴う）は区分２以上） 

重度訪問介護 区分４以上 

同行援護 支援の度合いに応じて、区分認定が必要 

行動援護 区分３以上 

重度障がい者等包括支援 区分６ 

生活介護 区分３以上（50歳以上は区分２以上） 

療養介護 区分５以上 

短期入所 区分１以上 

施設入所支援 区分４以上（50歳以上は区分３以上） 

共同生活援助（グループホーム） 入浴、排泄又は食事等の介護を伴う場合、区分認定が必要 

※サービスの利用にあたっては、区分の認定に加え、該当条件がある場合もあります。 

 

図表２－16 障がい支援区分認定者数の推移（各年４月１日現在） 
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③  地域⽣活⽀援事業利⽤決定者 
地域⽣活⽀援事業のうち、移動⽀援事業や⽇中⼀時⽀援事業を利⽤するために

は、サービスの利⽤決定と受給者証の交付を受ける必要があります。令和２年４
⽉１⽇現在、岡崎市の地域⽣活⽀援事業利⽤決定者は1,183⼈で、横ばい傾向にあ
ります。なお、障がい福祉サービス⽀給決定者数の48.2％となっています。 

図表２－17 地域生活支援事業利用決定者数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：岡崎市障がい福祉課 

 

④ 障がい児通所⽀援⽀給決定者 
障がい児通所⽀援を利⽤するためには、サービスの⽀給決定と受給者証の交付

を受ける必要があります。令和２年４⽉１⽇現在、岡崎市の障がい児通所⽀援⽀
給決定者は1,352⼈で、年々増加しています。 

図表２－18 障がい児通所支援支給決定者数の推移（各年４月１日現在） 
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２ 障がい者の現状とニーズ 
   ◆◇◆ 

 

ここでは、障がい者等へのアンケート調査や障がい者団体へのヒアリング調査により
把握した障がい者の現状とニーズについて⽰します。 

図表２－19 アンケート調査の回答者の年齢（障がい者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－20 アンケート調査の回答者の年齢（障がい児） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※アンケート調査結果における「難病」と「発達障がい」は、回答者全体のうち、それぞれの診断等を受

けていると回答した者のみの状況を参考掲載しているものです。 
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図表２－21 アンケート調査の回答者の年齢（その他市民） 
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(1) 現在の暮らし 

現在の暮らしについて障がい者にたずねたところ、「⾃宅で家族などと⼀緒に暮ら
している」が69.7％と最も⾼く、次いで、「⾃宅でひとり暮らし」が12.8％、「障が
い者の⼊所施設」が9.1％、「障がい者のグループホーム、福祉ホーム」が4.2％など
となっています。 

⼿帳別にみると、「障がい者の⼊所施設」と「障がい者のグループホーム、福祉ホー
ム」は療育⼿帳のみの所持者と⼿帳の重複所持者、「⾃宅でひとり暮らし」は精神障
害者保健福祉⼿帳のみの所持者がほかに⽐べて⾼いほか、発達障がい者は⽐較的「⾃
宅でひとり暮らし」が低く、「障がい者の⼊所施設」が⾼くなっています。 

等級別にみると、障がいが重くなるほど、「障がい者の⼊所施設」や「⼊院中（３ヶ
⽉以上）」が⾼くなる傾向にあります。 

また、障がい児にも現在の暮らし⽅についてたずねたところ、ほぼ「⾃宅で家族
などと⼀緒に暮らしている」（99.3％）でした。 
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図表２－22 現在の暮らし（障がい者） 
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(2) 将来の暮らし⽅ 

将来の暮らし⽅について障がい者にたずねたところ、「⾃宅で家族などと⼀緒に暮
らす」が34.1％と最も⾼く、次いで、「地域でひとりで暮らす」と「グループホーム
等で他の障がい者と共に暮らす」がそれぞれ12.7％、「障がい者の⼊所施設で暮らす」
が9.9％などとなっており、「わからない」は14.2％でした。現在の暮らし⽅（図表
の２－22）と⽐較すると、グループホーム等での暮らしの希望が⾼くなっています。 

⼿帳別にみると、「障がい者の⼊所施設で暮らす」と「グループホーム等で他の障
がい者と共に暮らす」は療育⼿帳のみの所持者と⼿帳の重複所持者、「地域でひとり
で暮らす」は精神障害者保健福祉⼿帳のみの所持者がほかに⽐べて⾼いほか、発達
障がい者も⽐較的「障がい者の⼊所施設で暮らす」と「グループホーム等で他の障
がい者と共に暮らす」が⾼くなっています。（図表２－23） 

また、障がい児にも将来の暮らし⽅についてたずねたところ、「⾃宅で家族などと
⼀緒に暮らす」が39.2％と最も⾼く、次いで、「地域でひとりで暮らす」が26.4％、
「グループホーム等で他の障がい者と共に暮らす」が10.5％、「障がい者の⼊所施設
で暮らす」が2.9％などとなっており、「わからない」は16.5％でした。 

⼿帳別にみると、「グループホーム等で他の障がい者と共に暮らす」は療育⼿帳の
みの所持者と⼿帳の重複所持者、「障がい者の⼊所施設で暮らす」は⼿帳の重複所持
者、「地域でひとりで暮らす」は⾝体障がい者⼿帳のみと精神障害者保健福祉⼿帳の
みの所持者のほか、発達障がい者もほかに⽐べて⾼くなっています。（図表２－24） 
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図表２－23 将来の暮らし方（障がい者） 
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図表２－24 将来の暮らし方（障がい児） 
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(3) 障がい者が⾃⽴した⽣活を送るために必要な取り組み 

⾃⽴した⽣活を送るために必要な取り組みについて障がい者にたずねたところ、
「困ったときに相談できる相談機関の充実」が42.7％と最も⾼く、次いで、「障がい
者が外出しやすいまちづくり」（40.0％）、「⽇中活動の場となる施設・サービスの充
実」（38.0％）などとなっています。 

⼿帳別にみると、「医療やリハビリを受けやすくする」では⾝体障がい者⼿帳のみ
の所持者、「グループホームなど⽣活の場の確保」では療育⼿帳のみの所持者、「困っ
たときに相談できる相談機関の充実」と「経済的⽀援の充実」では精神障害者保健
福祉⼿帳のみの所持者がほかに⽐べて特に⾼くなっています。（図表２－25） 

また、障がい児にも⾃⽴した⽣活を送るために必要な取り組みについてたずねた
ところ、「障がい児の状況に応じた適切な指導・教育」が62.5％と最も⾼く、次いで、
「障がい者の働く場、活動の場の充実」（60.0％）、「⽇中活動の場となる施設・サー
ビスの充実」（53.1％）などとなっています。 

⼿帳別にみると、「グループホームなど⽣活の場の確保」では療育⼿帳のみの所持
者、「困ったときに相談できる相談機関の充実」と「障がい児の状況に応じた適切な
指導・教育」では精神障害者保健福祉⼿帳のみの所持者、「⽇中活動の場となる施設・
サービスの充実」では⼿帳の重複所持者がほかに⽐べて特に⾼くなっています。（図
表２－26） 
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図表２－25 障がい者が自立した生活を送るために必要な取り組み（障がい者、複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.6

24.1

29.8

38.0

42.7

37.8

21.4

35.7

28.5

40.0

12.0

3.5

6.5

40.3

29.3

16.9

33.0

41.5

35.8

12.4

23.0

23.7

43.1

10.1

3.5

7.7

24.2

23.3

48.1

44.8

41.9

34.3

29.1

44.0

31.8

38.4

12.8

1.9

5.2

26.3

15.6

17.5

33.8

51.6

50.3

20.1

44.2

31.5

35.7

11.7

6.2

4.2

28.3

29.5

36.3

41.8

35.4

33.8

24.5

33.3

28.7

47.3

13.1

3.4

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療やリハビリを受けやすくする

居宅介護など在宅サービスの充実

グループホームなど生活の場の確保

日中活動の場となる施設・サービス

の充実 .

困ったときに相談できる相談機関の

充実 .

経済的支援の充実

障がい児の状況に応じた適切な指導

・教育 .

障がい者の働く場、活動の場の充実

障がい者への理解を深める啓発活動

等の充実 .

障がい者が外出しやすいまちづくり

わからない

その他

無回答

2020年全体（n=1,531）

身体手帳のみ（n=427）

療育手帳のみ（n=484）

精神手帳のみ（n=308）

手帳重複所持（n=237）
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41.1

20.0

34.6

53.1

48.6

47.4

62.5

60.0

44.6

47.1

3.1

3.3

1.9

53.3

20.0

40.0

60.0

50.0

50.0

56.7

53.3

56.7

53.3

6.7

6.7

－

37.1

21.3

52.9

59.4

42.3

51.0

56.8

69.7

46.8

50.3

2.3

2.6

1.9

37.0

7.4

22.2

37.0

70.4

48.1

85.2

51.9

44.4

44.4

3.7

3.7

－

59.8

41.5

46.3

73.2

52.4

65.9

54.9

52.4

51.2

62.2

－

4.9

－

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療やリハビリを受けやすくする

居宅介護など在宅サービスの充実

グループホームなど生活の場の確保

日中活動の場となる施設・サービス

の充実 .

困ったときに相談できる相談機関の

充実 .

経済的支援の充実

障がい児の状況に応じた適切な指導

・教育 .

障がい者の働く場、活動の場の充実

障がい者への理解を深める啓発活動

等の充実 .

障がい者が外出しやすいまちづくり

わからない

その他

無回答

2020年全体 （n=850）

身体手帳のみ（n= 30）

療育手帳のみ（n=310）

精神手帳のみ（n= 27）

手帳重複所持（n= 82）

図表２－26 障がい者が自立した生活を送るために必要な取り組み（障がい児、複数回答可） 
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(4) 障がい者の社会参加のために⼤切なこと 

地域や社会に積極的に参加していくために⼤切なことについて障がい者にたずね
たところ、「社会参加のための福祉サービス（移動⽀援等）の充実」が33.4％と最も
⾼く、次いで、「利⽤しやすい施設への改善」（33.1％）、「移動しやすい交通機関や
道路への改善」（30.7％）などとなっています。 

⼿帳別にみると、「移動しやすい交通機関や道路への改善」では⾝体障がい者⼿帳
のみの所持者がほかに⽐べて特に⾼くなっています。（図表２－27） 

また、障がい児にも地域や社会に積極的に参加していくために⼤切なことについ
てたずねたところ、「利⽤しやすい施設への改善」が50.5％と最も⾼く、次いで、「社
会参加のための福祉サービス（移動⽀援等）の充実」（40.0％）、「地域の⼈とともに
参加できるよう広報や福祉教育の充実」（38.7％）などとなっています。 

⼿帳別にみると、「魅⼒的な⾏事や活動の充実」と「家族の積極性」、「障がい者⾃
⾝の積極性」では⾝体障がい者⼿帳のみの所持者、「利⽤しやすい施設への改善」と
「移動しやすい交通機関や道路への改善」では⼿帳の重複所持者がほかに⽐べて特
に⾼くなっています。（図表２－28） 
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24.2

33.1

30.7

17.0

25.9

25.1

33.4

24.5

18.7

3.8

8.9

21.8

37.5

41.0

12.4

31.9

20.8

31.9

21.8

15.9

2.1

9.8

26.0

30.4

21.1

19.6

20.2

31.8

38.0

27.9

20.0

3.3

8.3

28.6

34.7

34.4

18.8

30.5

20.1

32.1

26.0

19.8

5.5

3.9

21.9

32.5

29.1

19.4

20.7

29.1

33.3

23.2

19.4

5.5

13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

魅力的な行事や活動の充実

利用しやすい施設への改善

移動しやすい交通機関や道路へ

の改善 .

家族の積極性

障がい者自身の積極性

参加を支援するボランティア等

の育成 .

社会参加のための福祉サービス

（移動支援等）の充実 .

地域の人とともに参加できるよ

う広報や福祉教育の充実 .

わからない

その他

無回答

2020年全体（n=1,531）

身体手帳のみ（n=427）

療育手帳のみ（n=484）

精神手帳のみ（n=308）

手帳重複所持（n=237）

図表２－27 障がい者の社会参加のために大切なこと（障がい者、複数回答可） 
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29.2

50.5

28.7

37.5

23.8

34.9

40.0

38.7

7.3

4.9

2.6

43.3

46.7

36.7

60.0

60.0

36.7

43.3

50.0

6.7

10.0

3.3

26.8

47.7

27.7

34.8

21.9

36.5

42.6

37.4

5.8

5.2

2.9

18.5

40.7

18.5

40.7

29.6

37.0

44.4

51.9

14.8

3.7

－

37.8

67.1

53.7

35.4

24.4

43.9

51.2

46.3

6.1

4.9

－

0% 20% 40% 60% 80% 100%

魅力的な行事や活動の充実

利用しやすい施設への改善

移動しやすい交通機関や道路へ

の改善 .

家族の積極性

障がい者自身の積極性

参加を支援するボランティア等

の育成 .

社会参加のための福祉サービス

（移動支援等）の充実 .

地域の人とともに参加できるよ

う広報や福祉教育の充実 .

わからない

その他

無回答

2020年全体 （n=850）

身体手帳のみ（n= 30）

療育手帳のみ（n=310）

精神手帳のみ（n= 27）

手帳重複所持（n= 82）

図表２－28 障がい者の社会参加のために大切なこと（障がい児、複数回答可） 
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(5) 障がい者が就労するために必要な⽀援や配慮 

就労するために必要な⽀援や配慮について現在就労（福祉的就労を含む）してい
ない障がい者にたずねたところ、「障がいに応じて短時間の就労などができること」
と「職場の⼈たちが障がいについて理解すること」がともに29.7％と最も⾼く、次
いで、「職場内で相談する⼈がいること」（22.1％）などとなっています。 

⼿帳別にみると、上位３項⽬ではいずれも精神障害者保健福祉⼿帳がほかに⽐べ
て特に⾼くなっています。 

図表２－29 障がい者が就労するために必要な支援や配慮（複数回答可） 

 

 

 

14.7

29.7

15.9

29.7

22.1

19.1

19.5

18.5

36.5

6.2

20.3

12.8

16.6

10.0

15.5

7.2

18.3

50.7

18.6

29.9

20.1

39.2

25.8

26.3

30.4

22.2

25.8

26.8

54.9

17.6

50.7

50.7

16.9

34.5

12.0

16.2

11.8

24.3

15.3

21.5

11.8

17.4

15.3

22.2

43.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会社などで働くための指導や訓練

障がいに応じて短時間の就労など

ができること .

職場に障がいに応じた設備がある

こと .

職場の人たちが障がいについて

理解すること .

職場内で相談する人がいること

通勤する方法や通勤の手助け

（介助等）があること .

仕事や職場に慣れるまで付き添っ

て助けをする人がいること .

その他

無回答

2020年全体 （n=805）

身体手帳のみ（n=290）

療育手帳のみ（n=194）

精神手帳のみ（n=142）

手帳重複所持（n=144）
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(6) 障がい児の将来の進路の希望 

障がい児に18歳以降の進路の希望をたずねたところ、「まだ決めていない」
（37.9％）以外では、「就職」が37.4％と最も⾼く、次いで、「⼤学・専⾨学校など
に進学」（32.6％）、「福祉施設に通所」（17.5％）、「福祉施設に⼊所」（5.3％）の順
になっています。 

年齢別にみると、年齢が上がるほど「⼤学・専⾨学校などに進学」が低くなる⼀
⽅、「福祉施設に通所」や「福祉施設に⼊所」が⾼くなっています。 

⼿帳別にみると、「⼤学・専⾨学校などに進学」では⾝体障がい者⼿帳のみの所持
者、「就職」では療育⼿帳のみ及び精神障害者保健福祉⼿帳のみの所持者、「福祉施
設に通所」では⼿帳の重複所持者がほかに⽐べて特に⾼くなっています。 

図表２－30 障がい児の将来の進路の希望（複数回答可） 

 

 

 

32.6

37.4

17.5

5.3

37.9

3.6

0.5

53.3

36.7

6.7

3.3

40.0

3.3

－

12.6

50.6

31.9

11.0

29.4

2.6

0.6

33.3

48.1

7.4

7.4

33.3

3.7

－

8.5

20.7

50.0

8.5

41.5

6.1

－

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020年全体 （n=850）

身体手帳のみ（n= 30）

療育手帳のみ（n=310）

精神手帳のみ（n= 27）

手帳重複所持（n= 82）

32.6

37.4

17.5

5.3

37.9

3.6

0.5

38.6

28.1

8.8

2.8

49.1

5.1

0.6

35.0

44.6

12.7

4.5

36.4

2.8

0.6

15.9

46.3

43.9

11.0

11.0

1.2

－

1.9

38.9

64.8

18.5

14.8

3.7

－

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学・専門学校などに進学

就職

福祉施設に通所

福祉施設に入所

まだ決めていない

その他

無回答

2020年全体（n=850）

６歳以下 （n=352）

７～12歳 （n=354）

13～15歳 （n= 82）

16～18歳 （n= 54）
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(7) 障がい児の個別の教育⽀援計画（みどりのファイル）の利⽤状況 

保育、療育、教育の⽀援計画等をつづり、関係機関が内容を共有して⼀貫した⽀
援を可能とする個別の教育⽀援計画（みどりのファイル）の利⽤についてたずねた
ところ、「すでに利⽤している」は39.1％にとどまっており、今後「利⽤してみたい」
は24.4％となっています。⼀⽅で、「どういうものかよくわからないのでどちらとも
⾔えない」が32.5％あります。 

年齢別にみると、７〜12歳が５割を超え、ほかに⽐べて特に⾼くなっています。 
⼿帳別にみると、療育⼿帳のみ及び精神障害者保健福祉⼿帳のみの所持者はほか

に⽐べて特に⾼くなっています。 

図表２－31 障がい児の個別の教育支援計画（みどりのファイル）の利用状況 

 

 

 

 

 

39.1

30.7

51.4

28.0

25.9

16.7

47.7

59.3

17.1

42.7

24.4

30.1

18.6

24.4

27.8

23.3

21.0

14.8

30.5

24.4

2.2

2.0

2.5

1.2

3.7

0.6

8.5

1.8

32.5

35.8

25.4

42.7

40.7

56.7

27.7

25.9

43.9

29.3

1.9

1.4

2.0

3.7

1.9

3.3

2.9

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020年全体 （n=850）

６歳以下 （n=352）

７～12歳 （n=354）

13～15歳 （n= 82）

16～18歳 （n= 54）

身体手帳のみ（n= 30）

療育手帳のみ（n=310）

精神手帳のみ（n= 27）

手帳重複所持（n= 82）

発達障がい （n=663）

すでに利用している

利用したことがないが、利用してみたい

利用したくない

どういうものかよくわからないのでどちらとも言えない

無回答

手

帳

別

年

齢

別
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(8) 差別や偏⾒ 

ここ数年間に差別や偏⾒を感じたことがあるか障がい者にたずねたところ、「あ
る」は33.1％と、前回（2014年）調査（35.5％）より２ポイント程度低下していま
す。 

⼿帳別にみると、精神障害者保健福祉⼿帳のみの所持者が45.5％とほかに⽐べて
⾼く、発達障がい者も47.9％と⾼くなっています。 

等級別にみると、精神障害者保健福祉⼿帳の２級が４割を超え、３級が５割を超
えて特に⾼くなっています。（図表２－32） 

また、障がい児にここ数年間に差別や偏⾒を感じたことがあるかたずねたところ、
「ある」は66.6％と、前回（2014年）調査（82.7％）より16ポイント程度低下し
ています。 

⼿帳別にみると、⾝体障がい者⼿帳のみの所持者以外はいずれも75％を超えて⾮
常に⾼く、発達障がい児も70％程度となっています。 

等級別にみると、⾝体障がい者⼿帳の１級と療育⼿帳のＡ判定、精神障害者保健
福祉⼿帳所持者の２・３級が８割を超えて⾮常に⾼くなっています。（図表２－33） 

さらに、障がいのない市⺠に障がい者への差別や偏⾒があると思うかたずねたと
ころ、「ある」は64.3％と、前回（2014年）調査（61.4％）から３ポイント程度上
昇しています。⼀⽅で、「少しはあると思う」は30.3％と、前回調査（33.2％）から
３ポイント程度低下しています（図表２－34）。 

そこで、障がいのない市⺠に５年前に⽐べて障がい者への差別や偏⾒は改善され
たと思うかたずねたところ、「かなり改善されている」「少しずつ改善されている」
の合計は49.6％と、前回（2014年）調査（42.7％）から７ポイント程度上昇してい
ます。しかし、「あまり改善されていない」「改善されていない」の合計が29.0％と、
前回調査（19.3％）から10ポイント程度上昇しており、「あまり改善されていない」
「改善されていない」の合計の⽅がより⾼まっています（図表２－35）。 
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図表２－32 差別や偏見（障がい者） 

 

 

 

35.5

33.1

19.0

38.2

45.5

35.0

22.4

31.1

25.9

10.8

25.9

20.0

39.0

34.7

34.3

37.3

43.8

54.3

31.3

47.9

55.4

59.4

72.8

52.5

53.2

53.6

66.5

57.9

66.1

83.8

70.4

73.3

49.9

55.4

57.6

54.9

54.1

42.9

61.9

45.2

9.1

7.5

8.2

9.3

1.3

11.4

11.0

11.0

8.0

5.4

3.7

6.7

11.1

9.9

8.1

7.8

2.1

2.9

6.9

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年全体（n=1,443）

2020年全体（n=1,531）

身体手帳のみ（n=427）

療育手帳のみ（n=484）

精神手帳のみ（n=308）

手帳重複 （n=237）

１ 級 （n=245）

２ 級 （n=164）

３ 級 （n=112）

４ 級 （n= 74）

５ 級 （n= 27）

６ 級 （n= 15）

Ａ 判 定 （n=369）

Ｂ 判 定 （n=202）

Ｃ 判 定 （n= 99）

１ 級 （n= 51）

２ 級 （n=283）

３ 級 （n= 70）

難 病 （n=160）

発達障がい （n=332）

ある ない 無回答

手

帳

別

身

体

等

級

別

療

育

等

級

別

精

神

等

級

別
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図表２－33 差別や偏見（障がい児） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82.7

66.6

53.3

76.5

85.2

79.3

81.1

58.3

68.2

60.0

84.7

75.0

69.5

66.7

82.8

83.3

70.6

17.1

32.6

43.3

22.9

14.8

20.7

18.9

41.7

27.3

40.0

15.3

23.9

29.8

33.3

17.2

16.7

28.8

0.3

0.8

3.3

0.6

4.5

1.1

0.7

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年全体 （n=375）

2020年全体 （n=850）

身体手帳のみ（n= 30）

療育手帳のみ（n=310）

精神手帳のみ（n= 27）

手帳重複所持（n= 82）

１ 級 （n= 53）

２ 級 （n= 24）

３ 級 （n= 22）

４ 級 （n=  5）

Ａ 判 定 （n=157）

Ｂ 判 定 （n= 92）

Ｃ 判 定 （n=141）

１ 級 （n=  3）

２ 級 （n= 29）

３ 級 （n=  6）

発達障がい （n=663）

ある ない 無回答

手

帳

別

身

体

等

級

別

療

育

等

級

別

精

神

等

級

別
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図表２－34 差別や偏見（その他市民） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－35 差別や偏見の改善状況（その他市民） 

 

 

61.4

64.3

61.1

64.8

66.1

68.5

57.1

33.2

30.3

33.3

29.6

28.8

27.8

34.3

2.4

2.9

2.8

3.7

1.7

1.9

5.7

2.4

2.1

2.8

1.9

1.7

1.9

2.9

0.7

0.4

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年全体（n=295）

2020年全体（n=238）

18～29歳 （n= 36）

30～39歳 （n= 54）

40～49歳 （n= 59）

50～59歳 （n= 54）

60歳以上 （n= 35）

あると思う 少しはあると思う ないと思う

わからない 無回答

年

齢

別

6.4

5.9

2.8

5.6

6.8

7.4

5.7

36.3

43.7

38.9

38.9

44.1

48.1

48.6

13.9

18.1

25.0

18.5

11.9

18.5

20.0

5.4

10.9

8.3

9.3

16.9

11.1

5.7

16.6

8.8

11.1

7.4

6.8

11.1

8.6

20.0

12.2

13.9

20.4

11.9

3.7

11.4

1.4

0.4

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年全体（n=295）

2020年全体（n=238）

18～29歳 （n= 36）

30～39歳 （n= 54）

40～49歳 （n= 59）

50～59歳 （n= 54）

60歳以上 （n= 35）

かなり改善されている 少しずつ改善されている あまり改善されていない

改善されていない どちらともいえない わからない

無回答

年

齢

別
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(9) ⼿助け等 

障がいのない市⺠に障がい者と気軽に話したり、⼿助けをしたことがあるかたず
ねたところ、「ある」は74.8％となっています。 

年齢別にみると、「ある」は50〜59歳が85.2％とほかに⽐べて⾼くなっています。
（図表２－36） 

「ある」と回答した⼈に理由をたずねたところ、「特別な理由はないが、機会があっ
たから」が67.4％と最も⾼く、次いで、「困っているときはお互い様という気持ちか
ら」（39.9％）、「⾝内などに障がい者いるから」（36.0％）などとなっています（図
表２－37）。 

また、「ない」と回答した⼈にも理由をたずねたところ、「たまたま機会がなかっ
たから」が65.0％と最も⾼く、次いで、「何をすればよいかわからなかったから」
（31.7％）、「どのように接したらよいかわからなかったから」（30.0％）などとなっ
ています（図表２－38）。 

すなわち、機会の有無を除けば、互助の精神や障がい者に接した経験があるほど
⼿助け等をすることが多く、障がい者に接した経験がなく対応の仕⽅など理解して
いないほど⼿助け等をしないことが多くなると考えられます。 

図表２－36 障がい者への手助け等（その他市民） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74.8

72.2

68.5

72.9

85.2

74.3

25.2

27.8

31.5

27.1

14.8

25.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020年全体（n=238）

18～29歳 （n= 36）

30～39歳 （n= 54）

40～49歳 （n= 59）

50～59歳 （n= 54）

60歳以上 （n= 35）

ある ない

年

齢

別
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図表２－37 障がい者を手助け等した理由（その他市民、複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－38 障がい者を手助け等しなかった理由（その他市民、複数回答可） 

 

 

67.4

36.0

9.0

39.9

34.3

16.9

－

3.9

0% 50% 100%

特別な理由はないが、機会が

あったから .

身内などに障がい者がいるから

近所付き合いとして関わりが

あるから .

困っているときはお互い様と

いう気持ちから .

仕事で関わりがあるから

将来、自分も障がいをもつ

可能性があるから .

わからない

その他

2020年全体（n=178）

65.0

31.7

30.0

18.3

13.3

5.0

10.0

3.3

1.7

1.7

0% 50% 100%

たまたま機会がなかったから

何をすればよいかわからなかった

から .

どのように接したらよいかわから

なかったから .

お節介になるような気がしたから

専門の人や関係者にまかせた方が

よいと思ったから .

自分に負担になるような気がした

から .

特に理由はない

わからない

その他

無回答

2020年全体（n=60）
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32.5

29.4

12.4

16.9

37.3

36.6

16.6

3.1

12.5

33.7

35.4

11.2

10.1

30.7

36.5

15.2

1.9

15.2

32.6

27.5

10.3

19.4

45.9

35.1

17.1

2.9

13.0

27.6

25.0

16.6

24.7

37.0

42.5

15.6

6.2

7.1

38.0

30.8

14.3

14.3

37.1

36.7

15.6

2.1

13.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

まちで困っているときには積極的

に手助けをしてほしい .

声をかけたら手助けをしてほしい

普段から話し相手として交流して

ほしい .

ともに働き、遊ぶ仲間として接し

てほしい .

障がい者福祉の推進に対して理解

してほしい .

自分自身に置き換えて考えてほし

い .

わからない

その他

無回答

2020年全体（n=1,531）

身体手帳のみ（n=427）

療育手帳のみ（n=484）

精神手帳のみ（n=308）

⼀⽅、障がいのない市⺠にどのようなことを期待するか障がい者にたずねたとこ
ろ、「障がい者福祉の推進に対して理解してほしい」が37.3％と最も⾼く、次いで、
「⾃分⾃⾝に置き換えて考えてほしい」（36.6％）、「まちで困っているときには積極
的に⼿助けをしてほしい」（32.5％）などとなっています（図表２－39）。 

また、障がい児にも障がいのない市⺠にどのようなことを期待するかたずねたと
ころ、「まちで困っているときには積極的に⼿助けをしてほしい」が47.3％と最も⾼
く、次いで、「ともに働き、遊ぶ仲間として接してほしい」（46.7％）、「障がい者福
祉の推進に対して理解してほしい」（46.0％）などとなっています（図表２－40）。 

障がい者からは、⼿助けのほか、障がい等への理解が求められています。 

図表２－39 市民に期待すること（障がい者、複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２章 障がい者を取り巻く現状と課題 

49 

47.3

43.6

15.3

46.7

46.0

38.2

6.7

3.5

2.9

46.7

50.0

20.0

53.3

50.0

50.0

16.7

-

3.3

51.0

43.9

15.5

47.1

53.5

43.5

6.5

2.9

2.6

48.1

55.6

22.2

55.6

51.9

22.2

3.7

-

-

61.0

37.8

13.4

42.7

64.6

56.1

3.7

9.8

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

まちで困っているときには積極的

に手助けをしてほしい .

声をかけたら手助けをしてほしい

普段から話し相手として交流して

ほしい .

ともに働き、遊ぶ仲間として接し

てほしい .

障がい者福祉の推進に対して理解

してほしい .

自分自身に置き換えて考えてほし

い .

わからない

その他

無回答

2020年全体 （n=850）

身体手帳のみ（n= 30）

療育手帳のみ（n=310）

精神手帳のみ（n= 27）

図表２－40 市民に期待すること（障がい児、複数回答可） 
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(10) 市の障がい者施策への満⾜度 

市の障がい者施策に「満⾜している」「ある程度満⾜している」障がい者の合計は
34.5％と、前回（2014年）調査（35.7％）と⽐べてほぼ横ばいとなっています。⼀
⽅、「やや不満である」「不満である」の合計は24.2％と、前回調査（31.1％）より
５ポイント以上低下しています（図表２－41）。 

また、「満⾜している」「ある程度満⾜している」障がい児の合計は47.9％と、前
回調査（29.9％）より18ポイント上昇しています。また、「やや不満である」「不満
である」の合計は33.2％と、前回調査（52.3％）より20ポイント程度低下していま
す（図表２－42）。 
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図表２－41 市の障がい者施策に対する満足度（障がい者） 

 

 8.0

6.9

5.2

7.6

8.1

6.3

6.5

5.5

4.5

2.7

11.1

4.3

10.4

11.1

11.8

8.8

5.7

6.3

6.3

27.7

27.6

28.8

27.1

28.2

29.1

31.4

23.8

30.4

35.1

25.9

26.7

27.9

29.7

24.2

31.4

27.2

22.9

25.0

26.5

16.3

13.6

12.4

13.8

15.9

13.9

15.9

11.6

11.6

13.5

7.4

16.5

11.4

10.1

3.9

15.5

15.7

11.9

16.9

14.8

10.6

8.2

12.0

11.7

11.4

8.6

8.5

12.5

8.1

3.7

6.7

12.7

8.9

13.1

13.7

11.3

15.7

11.9

12.3

25.3

30.2

32.1

27.5

29.2

28.3

26.9

36.0

28.6

28.4

40.7

40.0

26.3

28.7

31.3

29.4

28.6

34.3

30.0

28.3

7.9

11.0

13.3

12.0

6.8

11.0

10.6

14.6

12.5

12.2

11.1

26.7

12.2

10.9

10.1

9.8

8.5

5.7

15.0

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年全体（n=1,443）

2020年全体（n=1,531）

身体手帳のみ（n=427）

療育手帳のみ（n=484）

精神手帳のみ（n=308）

手帳重複所持（n=237）

１ 級 （n=245）

２ 級 （n=164）

３ 級 （n=112）

４ 級 （n= 74）

５ 級 （n= 27）

６ 級 （n= 15）

Ａ 判 定 （n=369）

Ｂ 判 定 （n=202）

Ｃ 判 定 （n= 99）

１ 級 （n= 51）

２ 級 （n=283）

３ 級 （n= 70）

難 病 （n=160）

発達障がい （n=332）

満足している ある程度満足している やや不満である

不満である わからない 無回答

手

帳

別

身

体

等

級

別

療

育

等

級

別

精

神

等

級

別
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図表２－42 市の障がい者施策に対する満足度（障がい児） 
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3.9

2.6

3.7

3.7

1.9

8.3

5.1

2.2

0.7

3.4

4.1

28.0

44.0

36.7

46.1

51.9

23.2

26.4

20.8

36.4

40.0

34.4

47.8

45.4

37.9

66.7

45.1

24.8

20.0

23.3

24.2

7.4

26.8

34.0

16.7

22.7

29.9

22.8

20.6

33.3

10.3

16.7

20.4

27.5

13.2

23.3

12.3

22.2

25.6

20.8

16.7

31.8

40.0

15.9

10.9

15.6

33.3

34.5

12.7

17.1

16.8

16.7

12.6

14.8

19.5

15.1

37.5

9.1

20.0

12.1

13.0

17.0

33.3

13.8

16.7

15.4

0.8

2.1

2.3

1.2

1.9

2.5

3.3

0.7

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年全体 （n=375）

2020年全体 （n=850）

身体手帳のみ（n= 30）

療育手帳のみ（n=310）

精神手帳のみ（n= 27）

手帳重複所持（n= 82）

１ 級 （n= 53）

２ 級 （n= 24）

３ 級 （n= 22）

４ 級 （n=  5）

Ａ 判 定 （n=157）

Ｂ 判 定 （n= 92）

Ｃ 判 定 （n=141）

１ 級 （n=  3）

２ 級 （n= 29）

３ 級 （n=  6）

発達障がい （n=663）

満足している ある程度満足している やや不満である

不満である わからない 無回答

手

帳

別

身

体

等

級

別

療

育

等

級

別

精

神

等

級

別
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42.7

26.7

24.0

65.3

24.0

24.0

28.0

17.3

2.7

0% 50% 100%

報酬や補助金等が減少し

運営が厳しい .

施設の改築、移転等の

費用を捻出できない .

職員が定着しない

職員募集に対して応募が

少ない .

職員のスキルアップの仕

組みが確立していない .

サービスの質の向上

利用者が確保できない

利用者や家族から無理な

要望が多い .

特別支援学校との連携が

うまくいかない .

2020年全体（n=75）

4.0

2.7

5.3

30.7

1.3

21.3

26.7

8.0

5.3

0% 50% 100%

地域の学校との連携がうま

くいかない .

ハローワークや一般企業等

との連携がうまくいかない

介護事故などリスクマネジ

メントが徹底できていない

事務量が増え、サービス提

供に充てる時間が減少した

地域住民との連携がうまく

いかない .

どこまでが権利擁護なのか

判断に迷う .

非常災害時の対応

その他

特にない・わからない

2020年全体（n=75）

(11) 障がい者を⽀える事業者における課題等 

事業者が運営するサービス提供事業所における課題は、「職員募集に対して応募が
少ない」が65.3％と最も⾼く、次いで、「報酬や補助⾦等が減少し運営が厳しい」
（42.7％）、「事務量が増え、サービス提供に充てる時間が減少した」（30.7％）など
となっています。 

図表２－43 事業所運営の課題 
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職員の確保、職場定着のための事業者の取り組みとしては、「休⽇を取りやすいよ
うにする」と「職場で話しやすい雰囲気をつくる」がそれぞれ70.7％と最も⾼く、
次いで、「職員の意⾒や提案を反映させる」（68.0％）、「残業を少なくする」（65.3％）
などとなっています。 

図表２－44 事業者の職員の確保、職場定着のための取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員確保のために期待する市の施策としては、「福祉の職場の理解・啓発」が65.3％
と最も⾼く、次いで、「学校等の就職担当者との懇談会」（40.0％）などとなってい
ます。 

図表２－45 職員確保のために期待する市の施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57.3

68.0

48.0

70.7

54.7

70.7

41.3

52.0

65.3

1.3

0% 50% 100%

仕事と家庭の両立支援策の充実

職員の意見や提案を反映させる

賃金水準を引き上げる

休日を取りやすいようにする

業務量を適正化する

職場で話しやすい雰囲気をつくる

上司や先輩のフォローアップ体制

の整備 .

ハラスメントのない職場をつくる

残業を少なくする

その他

2020年全体（n=75）

65.3

34.7

40.0

10.7

5.3

0% 50% 100%

福祉の職場の理解・啓発

就職面接会の開催

学校等の就職担当者との

懇談会 .

その他

無回答

2020年全体（n=75）
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また、職場定着のために期待する市の施策としては、「利⽤者⽀援のスキルアップ
研修」が58.7％と最も⾼く、次いで、「経験年数に応じた研修体制」（49.3％）など
となっています。 

図表２－46 職員定着のために期待する市の施策 

 

 

 
58.7

49.3

28.0

28.0

30.7

46.7

10.7

6.7

0% 50% 100%

利用者支援のスキルアップ

研修 .

経験年数に応じた研修体制

管理職向けの人材育成研修

他事業所との連携・情報共

有の場 .

仕事の悩みが相談できる場

資格取得の補助

その他

無回答

2020年全体（n=75）
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(12) 障がい者団体のニーズ等 

障がい者団体へのヒアリング調査により把握した障がい者のニーズ等については、
以下のとおりです。 
図表２－47 障がい者団体からの主な意見 

  

・障がい者自身にも偏見がある。障がい者自身が地域に溶け込む意識を持つ必

要もある。 

・地域の防災訓練に参加する障がい者が少ない理由は、場所が遠いことや迷惑

をかけてしまうなどの不安があるからである。地域の人から声をかけてもら

えると参加しやすい。 

・まちなかで困った時に支援を頼むと、多くの人は助けてくれる。 

・高齢の聴覚障がい者のコミュニケーションの場がない。 

・孤立しないよう、同じ障がいを持った人との交流の場が必要である。 

・障がい種別によらず、意見を出し合える場があるとよい。 

・団体加入者が減っているので、団体活動を支援してほしい。 

・団体の周知に行政にも協力してほしい。 

・団体において親の高齢化が問題となっている。 

・最近、保護者はサービスに頼り、将来を見据えていないと感じる。 

・親亡き後の準備をしている親が少なく、危機感がない。 

・親亡き後のためには、グループホームの充実が必要である。 

・重度の肢体不自由者や医療的ケアを必要とする人が安心して利用できるよう

なグループホームがない。 

・一般就労と福祉サービスの併用は障がい者の社会参加において必要である。 

・相談窓口がわからない。ワンストップの窓口があるとよい。 

・障がい特性に対応できる人材育成の研修会等を開催してほしい。 
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３ 障がい者施策の取組状況 
   ◆◇◆ 

 

ここでは、第４次岡崎市障がい者基本計画の重点施策の取組状況や第５期岡崎市障が
い福祉計画・第１期岡崎市障がい児福祉計画の成果指標の進捗状況について⽰します。 

 

(1) 第４次障がい者基本計画の重点施策等と実績 

障がい者施策のさらなる推進に向けて４つの重点施策を設定しています。 
 

① 障がい児・者相談⽀援の総合拠点の確⽴ 
平成29年４⽉に「こども発達センター」内に相談センターを、平成30年４⽉に

「友愛の家」内に基幹相談⽀援センターを開設し、障がい児・者相談⽀援の総合
拠点を確⽴しました。 

 

 

② 相談⽀援体制の確⽴ 
「こども発達センター」内に開設した相談センター、「友愛の家」内に開設した

基幹相談⽀援センターを拠点とした相談⽀援体制を確⽴しました。これにより、
ライフステージに応じた切れ⽬のない縦のつながりの相談⽀援体制と、関係機関
の連携、ネットワークの強化による横のつながりの相談⽀援体制を構築し、縦と
横の連携により相談⽀援を進めています。 

 

 

③ 発達に⼼配のある⼦の早期⽀援システムの構築 
平成29年４⽉の「こども発達センター」の開設に伴い「早期⽀援システム」を

構築し、運⽤を開始しました。関係機関が連携し、同システムの適切な運⽤に努
めています。 

 

 

④ グループホーム（共同⽣活援助）の充実 
親亡き後などを⾒据え、第５期岡崎市障がい福祉計画の推進を通じて、グルー

プホームの充実を図ってきました。引き続き、第６期岡崎市障がい福祉計画の推
進を通じて、サービスの提供体制の整備に努めます。 
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(2) 第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画の成果⽬標と実績 

厚⽣労働省が⽰す基本指針に基づき、次の５つの項⽬について⽬標値を設定して
います。 

 
① 施設⼊所者の地域⽣活への移⾏ 

施設⼊所者の地域⽣活への移⾏に関する⽬標値は、次のとおりです。 
・令和２年度末までに、平成28年度末の施設⼊所者数208⼈のうち、３⼈（1.4％）

が地域⽣活に移⾏するものとします。 
・令和２年度末の施設⼊所者数は、平成28年度末の施設⼊所者208⼈を維持しま

す。 
施設⼊所者の地域⽣活への移⾏者数は、⽬標の３⼈に対して、令和元年度末で

０⼈となっており、令和２年度末も０⼈と⾒込んでいます。 
施設⼊所者数は、令和元年度末で222⼈となっており、令和２年度末も同様に⾒

込んでいます。 
図表２－48 施設入所者の地域生活への移行に関する目標値と実績値（見込み） 

区   分 数 値 考  え  方 

平成28年度末の施設入所者数 208人 － 

地域生活 

移行者数 

目 標 値 3人 平成28年度末の全施設入所者数のうち、

グループホーム等へ移行した人数 実績値（見込み） 0人 

施設入所

者減少数 

目 標 値 0人 平成28年度末の全施設入所者数から減

少した人数 実績値（見込み） -14人 

 
 

② 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 
保健・医療、福祉の関係者による協議の場を令和２年度末までに設置すること

を⽬標とし、既存の障がい者⾃⽴⽀援協議会の地域移⾏⽀援専⾨部会において、
協議しています。 

 
 

③ 地域⽣活⽀援拠点等の整備 
地域⽣活⽀援拠点等を令和２年度末までに市内に１か所整備（⾯的整備型）す

ることを⽬標としており、令和２年度末までに障がい者⾃⽴⽀援協議会において
⽅針を確認し、取り組みを推進します。 
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図表２－49 面的整備型のイメージ図 

  

体験の機会・場

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター

短期入所

相談支援事業所

日中活動サービス
事業所

地域の体制づくり

専門性

コーディネーター

 

資料：厚生労働省 

 

 

④ 福祉施設から⼀般就労への移⾏等 
・福祉施設から⼀般就労への移⾏者数 

福祉施設から⼀般就労への移⾏者数は、平成28年度の1.5倍の65⼈を⽬標とし、
令和元年度で75⼈となっており、令和２年度では65⼈を⾒込んでいます。 
図表２－50 福祉施設から一般就労への移行者数の目標値と実績値（見込み） 

区   分 数 値 考 え 方 

平成28年度の年間一般就労移行者数 43人 － 

目標年度の年間一般

就労移行者数 

目   標   値 65人(1.5倍) 令和２年度に福祉施設を退所して

一般就労した人数 実績値 (見込み) 65人(1.5倍) 

 

・就労移⾏⽀援事業の利⽤者数 
就労移⾏⽀援事業の利⽤者数は、平成28年度末の1.2倍の132⼈を⽬標としてい

ますが、令和元年度末で116⼈となっており、令和２年度末も同様に⾒込んでいま
す。 
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図表２－51 就労移行支援事業の利用者数の目標値と実績値（見込み） 

区   分 数 値 考 え 方 

平成28年度末の就労移行支援事業の利用
者数 

110人 － 

目標年度の就労移行

支援事業の利用者数 

目  標  値 132人(1.2倍) 令和２年度末において就労移行支援

事業を利用する人数 実績値(見込み) 116人(1.1倍) 

 

・就労移⾏⽀援事業所における⼀般就労への移⾏率 
就労移⾏⽀援事業所のうち⼀般就労への移⾏率が３割以上の事業所の割合を令

和２年度において全体の５割以上とすることを⽬標とし、令和元年度末で66.7％
となっており、令和２年度末も66.7％と⾒込んでいます。 

 

・⼀般就労への定着率 
就労定着⽀援開始から１年後の職場定着率を令和元・２年度において８割以上

とすることを⽬標とし、令和元年度で79.2％となっていますが、令和２年度では
80％を⾒込んでいます。⽬標の達成に向け、引き続き、適切なサービスの提供に
努めます。 

 

 

⑤ 障がい児通所⽀援の提供体制の整備等 
・児童発達⽀援センターの設置 

児童発達⽀援センターを令和２年度末までに市内に少なくとも1カ所以上設置
することを⽬標とし、市内の既存の児童発達⽀援センター２カ所を確保していま
す。 

 
・保育所等訪問⽀援体制の構築 

保育所等訪問⽀援事業所を利⽤できる体制の構築を令和２年度末までの⽬標と
し、市内の既存の保育所等訪問⽀援事業所５カ所を確保しています。 

 
・主に重症⼼⾝障がい児を⽀援する児童発達⽀援事業所等の確保 

主に重症⼼⾝障がい児を⽀援する児童発達⽀援事業所と放課後等デイサービス
事業所を令和２年度末までに市内に少なくとも1カ所以上設置することを⽬標と
し、既存の児童発達⽀援事業所３カ所と放課後等デイサービス事業所１カ所を確
保しています。 
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・医療的ケアを必要とする児童の⽀援体制の構築 
保健・医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の

場を令和２年度末までに設置することを⽬標とし、平成30年度に障がい者⾃⽴⽀
援協議会に医療的ケア児⽀援専⾨部会を設置し、協議しています。 
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１ 基本理念 
   ◆◇◆ 

 

障害者権利条約などの理念にあるように、すべての⼈は、平等であり、障がいのある
なしにかかわらず、個⼈として等しく尊重されるべきです。 

平成28年に施⾏された障害者差別解消法をはじめ、障害者基本法や障害者総合⽀援法
などにおいても、「障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に⼈格と個性を尊
重し合いながら共⽣する社会の実現」が⽬的とされています。 

岡崎市では、国際連合による障害者権利条約の採択以前に策定した第２次障がい者基
本計画において、「ノーマライゼーション」「インクルージョン」「リハビリテーション」
を掲げて以降、これら３つの理念に基づき障がい者施策の推進を図ってきました。 

第５次障がい者基本計画においても、これらの３つの理念のもと掲げてきた第４次計
画の基本理念「思いやり つながりあって ⾃分らしく⽣きる都市（まち）岡崎」を継
承し、障がいの有無にかかわらず、誰もがともに⽣き、ともに安⼼して暮らす社会をめ
ざして障がい者施策の⼀層の推進を図っていきます。 

 
 
 

思いやり つながりあって 自分らしく生きる都市（まち）岡崎 
 
 

 

◎「思いやる」＝「連帯」（ノーマライゼーション） 

障がいの有無にかかわらず、地域で生活が送れるような環境を整え、ともに生きる社会

をめざします。 

◎「つながりあう」＝「社会的包摂」（ソーシャルインクルージョン） 

障がいの有無にかかわらず、互いに個性と人格を尊重し、支えあう社会をめざします。 

◎「自分らしく生きる」＝「復権」（リハビリテーション） 

ライフステージのあらゆる段階において、主体性、自立性、自由が尊重される社会をめ

ざします。 
 

 

基本理念の考え方について 
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２ 基本⽬標 
   ◆◇◆ 

 

基本理念の「思いやる」「つながりあう」「⾃分らしく⽣きる」ためのまちづくりに向
け、障がい者を取り巻く現状と課題（第２章）を踏まえ、次の３つの基本⽬標を定め、
障がい者施策の⼀層の推進を図ります。 

 

 Ⅰ ともに「思いやり」ともに⽣きるまちづくり 

障がい者が、地域社会を形成するひとりの市⺠として⽇常⽣活や社会⽣活を送る
ためには、障がいの有無にかかわらず、地域社会の主体として活動できるような環境
づくりを進めていく必要があります。 

そのため、障がい者団体等とともに、障がいや障がい者に対する理解と配慮の促進
に重点的に取り組みます。 

また、施設や移動、情報のバリアフリー化に取り組むなど、ユニバーサルデザイン
の推進に取り組みます。 

 
▽ 重点施策 

ⅰ  障がい者への理解の啓発と配慮の促進 
 

▽ 重点施策に関する成果指標 

指   標 現状（令和元年度） 目標（令和８年度） 

差別を感じたことのある障がい者の割合 

※1 

障がい者 33.1％ 

障がい児 66.6％ 

障がい者 30.0％以下 

障がい児 60.0％以下 

障がい者に対して手助け等したことのある

人の割合※2 
74.8％ 80.0％以上 

※1 障がい者を対象に実施するアンケート調査において、差別を感じたことがあると回答した人の割

合で、令和元年度のアンケート調査結果からの減少をめざします。 

※2 市民を対象に実施するアンケート調査において、障がい者への声かけや手助けなどをしたことが

あると回答した人の割合で、令和元年度のアンケート調査結果からの向上をめざします。 
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 Ⅱ 互いに「つながりあい」⽀えあうまちづくり 

障がい者が、地域社会を形成するひとりの市⺠として社会⽣活を送るためには、障
がい児の療育・教育の段階から、さまざまな機会や交流を通じ、障がいの有無にかか
わらず、互いに⽀えあい活動できるような環境づくりを進めていく必要があります。 

そのため、乳幼児期から学校卒業後までのライフステージを通して適切な⽀援を
⼀貫して⾏うよう、福祉におけるサービス等利⽤計画・障がい児⽀援利⽤計画と教育
における個別の教育⽀援計画（みどりのファイル）の連携の推進など、⾏政分野を超
えた切れ⽬ない連携を図るとともに、保護者や本⼈を主体とした関係機関を通じた
情報共有に取り組みます。また、将来の就労やスポーツ、⽂化芸術活動などの社会参
加につながるよう継続的に⽀援します。なお、障がい児に対する⽀援にあたっては、
発達に⼼配のある⼦の早期⽀援システムの運⽤など発達段階に応じたきめ細かな⽀
援やその体制づくりに取り組みます。 

また、地震や集中豪⾬による⼤規模災害の発⽣などにより、防災に対する意識が⾼
まっていることから、障がい者を災害から守る取り組みを⼀層推進するとともに、犯
罪や事故などからも守る取り組みを推進します。 

 
▽ 重点施策 

ⅱ  障がい児⽀援の充実 
 

▽ 重点施策に関する成果指標 

指   標 現状（令和元年度） 目標（令和８年度） 

未就学の障がい児の個別の教育支援計画 

（みどりのファイル）の利用率※1 
30.7％ 55.0％以上 

働きたいと思う障がい者の割合※2 30.2％ 33.0％以上 

※1 障がい児を対象に実施するアンケート調査において、個別の教育支援計画（みどりのファイル）を

すでに利用していると回答した６歳以下の児童の割合で、令和元年度のアンケート調査結果から

の向上をめざします。 

※2 障がい者を対象に実施するアンケート調査において、働きたいと回答した人の割合です。障がい児

支援の充実を図ることにより、将来的に働きたい思う障がい者の割合の向上をめざします。 
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 Ⅲ あらゆる障がい者が「⾃分らしく⽣きる」まちづくり 

障がい者が、地域社会を形成するひとりの市⺠として⽇常⽣活を送るためには、⽣
活のあり⽅を⾃ら選択、決定でき、その⽣活を持続していく必要があります。 

そのため、相談⽀援体制の充実や障がい福祉サービス、保健・医療サービスの提供
など、⽣活に必要な⽀援に取り組みます。なお、障がい者の⽣活⽀援にあたっては、
障がいの重度化や重複化、障がい者とその家族の⾼齢化、親亡き後などを⾒据え、切
れ⽬ない相談⽀援に重点的に取り組みます。 

また、障がい者のほか、⾼齢者や⽣活困窮者などの個別の福祉課題への対応に加え、
さまざまな課題を複合的に抱える⼈や、制度の狭間となる課題を抱える⼈を適切な
⽀援につなげる福祉総合相談窓⼝を開設します。 

 
▽ 重点施策 

ⅲ  切れ⽬ない相談⽀援 
 

▽ 重点施策に関する成果指標 

指   標 現状（令和元年度） 目標（令和８年度） 

サービス等利用計画等作成率※1 79.9％ 85％以上 

利用しているサービスに不満を感じていな

い障がい者の割合※2 

障がい者：43.4％ 

障がい児：42.7％ 

障がい者：50.0％以上 

障がい児：50.0％以上 

※1 障がい福祉サービス等の受給者のうちサービス等利用計画を作成している障がい者と障がい児通

所支援の受給者のうち障がい児支援利用計画を作成している障がい児の合計の割合です。 

※2 障がい児者を対象に実施するアンケート調査において、利用しているサービスに不満を感じてい

ないと回答した人の割合で、令和元年度のアンケート調査結果からの向上をめざします。 
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３ 施策体系 
   ◆◇◆ 

 

３つの基本⽬標とその重点施策の実施に向け、次の８つの施策分野ごとに27の施策と
その⽅向性（４ 施策の基本⽅針）を定め、障がい者施策の⼀層の推進を図ります。 

 

基本

理念 
基本目標 施策分野 施     策 

思
い
や
り 

つ
な
が
り
あ
っ
て 
自
分
ら
し
く
生
き
る
都
市
（
ま
ち
）
岡
崎 

Ⅰ ともに「思い
やり」ともに
生きるまち
づくり 

(1) 市民の福祉 

意識の向上 

施策１ 理解の啓発と配慮の促進 

施策２ 福祉教育の推進 

施策３ 障がい者団体への支援 

(2) 快適な生活 

空間の確保 

施策４ 障がい者にやさしい公共空間の確保 

施策５ 移動手段の確保 

施策６ 住宅環境の整備 

Ⅱ 互いに「つな
がりあい」支
えあうまち
づくり 

(3) 子どもの力 

の育成 

施策７ 乳幼児期の適切な保健・療育の確保 

施策８ 就学前教育・保育、放課後対策の充実 

施策９ 学校教育の充実 

施策10 特別支援教育推進体制の確立 

(4) 社会参加の 

促進 

施策11 スポーツの推進 

施策12 文化芸術活動の推進 

施策13 まちづくり活動への参画の促進 

(5) いきいきと 

働ける仕組み 

づくり 

施策14 一般就労の促進 

施策15 福祉的就労の充実 

施策16 行政による障がい者雇用等対策の強化 

(6) 安全・安心な 

地域づくり 

施策17 地域福祉活動の活性化 

施策18 防犯、防災のまちづくりの推進 

Ⅲ あらゆる障
がい者が「自
分らしく生
きる」まちづ
くり 

(7) 生活の質の 

維持・向上 

施策19 相談支援体制の充実 

施策20 日常生活への支援の充実 

施策21 日中活動への支援の充実 

施策22 居住の場への支援の充実 

施策23 意思疎通支援の推進 

施策24 権利擁護の推進 

施策25 サービスの質の向上と人材確保の推進 

(8) 健康の維持 

・増進 

施策26 地域医療・医学的リハビリテーションの充実 

施策27 心と体の健康づくりの推進 
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４ 施策の基本⽅針 
   ◆◇◆ 

 基本⽬標Ⅰ ともに「思いやり」ともに⽣きるまちづくり 
 

(1) 市⺠の福祉意識の向上 

施策１ 理解の啓発と配慮の促進 

障がい者が、地域社会の主体として、ともに⽇常⽣活や社会⽣活を送るためには、
障がいの種別の特性や障がい者に対する理解と配慮について広く市⺠に啓発し、障
がいのある⼈とない⼈がお互いを理解し、尊重し合う環境づくりに取り組む必要が
あります。 

特に、内部障がいや難病、発達障がい、⾼次脳機能障がい、聴覚障がいなど外⾒か
らはわかりにくい障がいについては、その特有の事情を考慮し、啓発を図る必要があ
ります。 

障がいや障がい者に対する理解がいまだに⼗分でなく、また、障がい者に対する配
慮も⼗分ではありません。平成28（2016）年に施⾏された障害者差別解消法は、地
⽅公共団体等⾏政機関や⺠間事業者に「合理的配慮」を求めています。「合理的配慮」
は、障がい者の意思表明があった場合とされていますが、意思表明のあるなしにかか
わらず、広く障がい者に対する適切な配慮を⾏うことで、地域社会において、「ノー
マライゼーション」「ソーシャルインクルージョン」を図ることができます。 

したがって、障がいや障がい者に対する理解と配慮の⼀層の促進に向け、障がい者
団体と連携して啓発活動の充実に取り組みます。また、ヘルプマークなど「障がい者
に関するマーク」の正しい理解の啓発に努めるとともに、障がい者への配慮の促進を
図ります。 

 
施策２ 福祉教育の推進 

障がい者が、地域社会の主体として、ともに⽇常⽣活や社会⽣活を送るためには、
障がい種別の特性や障がい者に対する理解について保育・教育の段階から啓発し、障
がい者とふれあう環境づくりに取り組む必要があります。 

したがって、福祉教育を推進し、障がいや障がい者に対する⼦どもたちの理解を深
めるとともに、障がい者との交流を促進します。 
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施策３ 障がい者団体への⽀援 

障がい者が、地域社会の主体として、ともに⽇常⽣活や社会⽣活を送るためには、
障がい者⾃らも、理解と配慮について広く市⺠に啓発し、尊重し合う環境づくりに取
り組むとともに、こうした活動を効果的に実施する障がい者団体の活動を⽀援する
必要があります。 

したがって、障がい者団体の活動への⽀援を通じて、障がいや障がい者に対する理
解を促進するとともに、広く市⺠との交流を促進します。 

 
 

(2) 快適な⽣活空間の確保 

施策４ 障がい者にやさしい公共空間の確保 

障がい者が、地域社会の主体として、ともに快適に⽇常⽣活や社会⽣活を送るため
には、公共施設や障がい者⽀援施設をはじめとする⺠間施設において、障がい者の活
動を制限するような障壁の除去、すなわち、バリアフリー化を推進する必要がありま
す。 

したがって、障がい者をはじめ、誰もが快適に施設を利⽤できるよう、ユニバーサ
ルデザインの考え⽅に基づき、公共施設の新設や⼤規模改修にあわせてバリアフ
リー化を推進するとともに、ユニバーサルデザインの考え⽅の普及・啓発に取り組み、
障がい者⽀援施設をはじめとする⺠間施設におけるバリアフリー化を促進します。 

 
施策５ 移動⼿段の確保 

障がい者が、地域社会の主体として、ともに快適に⽇常⽣活や社会⽣活を送るため
には、道路や公共交通施設などにおいて、障がい者の移動を制限するような障壁の除
去、すなわち、バリアフリー化を推進する必要があります。 

したがって、障がい者をはじめ、誰もが円滑に移動できるよう、ユニバーサルデザ
インの考え⽅に基づき、道路や公共交通施設などのバリアフリー化を推進するとと
もに、ユニバーサルデザインの考え⽅の普及・啓発に取り組み、公共交通機関のバリ
アフリー化を促進します。また、あわせて公共交通機関やタクシー、⾃家⽤⾞などに
よる外出⽀援に関する施策を推進します。 
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施策６ 住宅環境の整備 

障がい者が、地域社会の主体として、ともに快適に⽣活を送るためには、⽣活の基
盤である住まいの良好な環境を確保するため、住まいのバリアフリー化を推進する
必要があります。 

したがって、現在の住まいの改修やグループホーム等のバリアフリー化を⽀援し
ます。また、バリアフリーに対応した市営住宅や⺠間賃貸住宅の周知を図ります。 
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▽ 基本⽬標Ⅰ（ともに「思いやり」ともに⽣きるまちづくり）に関する主な取り組み 

施策 
番号 

取り組み 実施主体 概  要 

１ 障がい者理解の啓発 

障がい福祉課 
社会福祉協議会 
障がい者団体 

広報誌やホームページ、講演会などを通じ、

障がい種別の特性や障がい者に対する理解

について啓発を図ります。また、出前講座等

により、障がい福祉について学習する機会

を提供します。 

１ 障がい者理解の促進 
障がい福祉課 
障がい者団体 

障がい種別の特性や配慮すべき事項を具体

的に示す「障がいのある方への配慮マニュ

アル（仮称）」を作成、配布し、障がい者へ

の理解の促進を図ります。 

１ 障がい者配慮の促進 
障がい福祉課 
障がい者団体 

広報誌やホームページ、ポスター、パンフ

レットなどを通じ、ヘルプマークなど「障が

い者マーク」に対する正しい理解と障がい

者への配慮を促進します。 

１ 交流イベントの実施 

障がい福祉課 
障がい者団体 
障がい者 

障がい者週間等を踏まえた啓発イベントを

実施し、障がいのある人とない人との交流

を図ります。 

２ 
学校等における福祉

教育の推進 

教育委員会学校指導課 
保育課 

社会福祉協議会 
障がい者団体 
障がい者 

幼稚園、保育園、認定こども園、学校の各種

行事や「道徳の時間」「総合的な学習の時間」

などを活用し、障がい者への理解を深める

福祉教育を実施します。また、地域の学校と

特別支援学校の交流を図ります。 

３ 
障がい者団体の活動

支援 
障がい福祉課 

障がい者の社会参加や交流活動に取り組む

障がい者団体の活動を支援します。 

３ 
障がい者団体への広

聴活動の実施 
障がい福祉課 

障がい者団体との意見交換を定期的に実施

し、障がい者団体からの意見・要望を施策や

サービスの改善につなげるとともに、必要

に応じて、関係機関への周知を図ります。 

４ 
公共施設等のバリア

フリー化の推進 

建築課 
建築指導課 
公園緑地課 
民間事業者 

ユニバーサルデザインの考え方に基づき、

公共施設や都市公園等の新設や大規模改修

にあわせてバリアフリー化に取り組みま

す。また、民間施設のバリアフリー化の普

及・啓発及び促進を図ります。 

５ 
交通バリアフリー化

の推進 

地域創生課 
民間事業者 

鉄道駅のバリアフリー化を促進します。ま

た、ノンステップバスの導入を働きかけま

す。 

５ 外出支援施策の実施 障がい福祉課 

重度の障がい者のタクシー利用料金や自動

車の改造等に要する費用の一部を助成しま

す。 

６ 
住まいのバリアフ

リー化の推進 
障がい福祉課 

重度の身体障がい者に対し、住宅改善に要

する費用の一部を助成します。 
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 基本⽬標Ⅱ 互いに「つながりあい」⽀えあうまちづくり 
 

(3) ⼦どもの⼒の育成 

施策７ 乳幼児期の適切な保健・療育の確保 

発達に⼼配のある⼦や障がいのある⼦については、⼀⼈ひとりの特性や発達段階
に応じた適切な保健・医療、療育等を提供するとともに、ライフステージに応じた切
れ⽬のない⽀援が必要となります。障がいの発⽣時期や原因はさまざまであり、乳幼
児期においては、障がいや発達に⼼配のある⼦の早期発⾒に取り組み、治療や療育等
の⽀援につなげる必要があります。 

したがって、乳幼児健康診査や⾚ちゃん訪問、こども発達センターの実施する事業
などにより、障がいや発達に⼼配のある⼦の早期発⾒・早期⽀援に努めます。 

 
施策８ 就学前教育・保育、放課後対策の充実 

発達に⼼配のある⼦や障がいのある⼦については、⼀⼈ひとりの特性や発達段階
に応じた適切な保健・医療、療育・保育・教育を提供するとともに、ライフステージ
に応じた切れ⽬のない⽀援が必要となります。 

したがって、切れ⽬のない⽀援の実現に向け、障がい児福祉計画に基づき、児童発
達⽀援や放課後等デイサービスなどの充実を図るとともに、障がい者⾃⽴⽀援協議
会を活⽤し、福祉と教育、保健・医療等との連携を推進します。また、医療的ケアを
必要とするなど特別な⽀援を必要とする障がい児への⽀援の充実を図ります。 

 
施策９ 学校教育の充実 

障がい者が、⽣涯を通じ、地域社会の主体として、ともに⽇常⽣活や社会⽣活を送
るためには、学校教育における良好な環境づくりに取り組む必要があります。 

学校教育の充実にあたっては、障がいのある児童⽣徒が、必要な配慮のもと、障が
いのない児童⽣徒とともに教育を受けることができるインクルーシブ教育システム
の構築が望まれています。このような、ともに学ぶ環境づくりを推進する⼀⽅で、個
別の⽀援ニーズのある児童⽣徒が、将来の⾃⽴と社会参加を⾒据えて、成⻑段階ごと
に最適な⽀援を受けられるよう、通常の学級のほか、通級指導教室、特別⽀援学級な
どの多様な学びの場の充実を図る必要があります。 

したがって、児童⽣徒の⼼や学校施設のバリアフリー化などに取り組み、障がいの
ある児童⽣徒ができる限り障がいのない児童⽣徒とともに学べるインクルーシブ教
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育システムを構築します。また、教職員の資質の向上を図るなど、それぞれの障がい
のある児童⽣徒に応じた適切な教育の提供に取り組みます。 

 
施策10 特別⽀援教育推進体制の確⽴ 

障がい者が、⽣涯を通じ、地域社会の主体として、ともに⽇常⽣活や社会⽣活を送
るためには、特別⽀援教育における良好な環境づくりに取り組む必要があります。 

特別⽀援教育の充実にあたっては、障がいのある児童⽣徒を⽀援する教職員の資
質の向上を図るとともに、通級指導教室や特別⽀援学級、特別⽀援学校などの多様な
学び場における適切な教育の提供に努める必要があります。さらに、卒業後の進学、
就職に向けた進路指導の充実に努めるとともに、成⼈に⾄るまで⼀貫した⽀援を受
けられるよう、関係機関が互いに情報共有する必要があります。 

したがって、特別⽀援教育に携わる教職員の資質の向上を図るなど、それぞれの障
がいのある児童⽣徒に応じた適切な教育の提供に取り組むとともに、障がいのある
児童⽣徒の将来も⾒据え、保護者や関係機関の間で成⻑の過程や⽀援内容の情報共
有を図ります。 

 
 

(4) 社会参加の促進 

施策11 スポーツの推進 

障がい者が、⽣涯を通じ、地域社会の主体として、ともに社会⽣活を送るためには、
スポーツ活動に参加し、⽣きがいを持って健やかに暮らすことができるような環境
づくりに取り組む必要があります。 

令和３（2021）年には東京パラリンピックの開催が予定されており、また、聴覚
障がい者のデフリンピックや知的障がい者のスペシャルオリンピックスなど、障が
い者スポーツへの関⼼が⾼まりつつあります。 

したがって、障がい者スポーツを推進し、障がい者がスポーツに親しみ、体⼒や競
技⼒の向上を図るための環境づくりに取り組みます。 
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施策12 ⽂化芸術活動の推進 

障がい者が、⽣涯を通じ、地域社会の主体として、ともに社会⽣活を送るためには、
⽂化芸術活動に参加し、⽣きがいを持って健やかに暮らすことができるような環境
づくりに取り組む必要があります。 

したがって、障がい者の作品展を開催するなど、障がい者が⽂化芸術に親しみ、⽣
涯学習に取り組むための環境づくりに取り組みます。 

 
施策13 まちづくり活動への参画の促進 

障がい者が、⽣涯を通じ、地域社会の主体として、ともに社会⽣活を送るためには、
地域のまちづくり活動に参加し、⽣きがいを持って健やかに暮らすことができるよ
うな環境づくりに取り組む必要があります。 

したがって、地域のさまざまな活動に参画し、さまざまな⼈と交流できる環境づく
りを推進するとともに、障がい者の孤⽴化等を防⽌します。 

 
 

(5) いきいきと働ける仕組みづくり 

施策14 ⼀般就労の促進 

障がい者が、地域社会の主体として、ともに社会⽣活を送るためには、⼀般就労を
望む障がい者が⺠間企業などで働き、そして働き続けることのできる環境づくりに
取り組む必要があります。 

⼀般就労するためには、⺠間企業などの理解と配慮が不可⽋です。障がい者の法定
雇⽤率は、平成30年４⽉に精神障がい者も対象に加えられ、⺠間企業で2.2％に引き
上げられました。また、令和３年３⽉からは2.3％まで引き上げられます。 

したがって、就労移⾏⽀援や就労定着⽀援などを通じて、障がい者の働く意欲を醸
成し、就労機会の拡⼤を図るとともに、就労・⽣活⽀援センター等関係機関と連携し、
⺠間企業などにおける障がいや障がい者に対する理解と配慮を促進し、雇⽤機会の
拡⼤と就労定着を図ります。 
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施策15 福祉的就労の充実 

⼀般就労の困難な障がい者が、地域社会の主体として、社会⽣活を送るためには、
⽣きがいを持って働き、そして働き続けることのできるよう、福祉的就労の充実を図
る必要があります。 

したがって、農業分野など新たな分野での就労を促進するなど、就労継続⽀援（Ａ
型・Ｂ型）などの福祉的就労の充実を図るとともに、福祉的就労の継続や⼯賃の向上
のため、「ふれあいショップ」の運営や障がい者就労施設等からの物品や役務の優先
調達を推進するなど、障がい者就労施設等でつくられる製品等の販路の確保、拡⼤を
図ります。 

 
施策16 ⾏政による障がい者雇⽤等対策の強化 

障がい者が、地域社会の主体として、ともに社会⽣活を送るためには、⼀般就労を
望む障がい者が市役所などでも働き、そして働き続けることのできる環境づくりに
取り組む必要があります。 

地⽅公共団体における障がい者の法定雇⽤率は、平成30年４⽉に2.5％に引き上げ
られ、令和３年３⽉からは2.6％まで引き上げられます。 

したがって、市役所においても障がい者の雇⽤に率先して取り組むとともに、働き
続けることができるよう、障がいのある職員への配慮に努めます。 

 
 

(6) 安全・安⼼な地域づくり 

施策17 地域福祉活動の活性化 

障がい者が、安⼼して安全に暮らすことのできる環境づくりを推進するためには、
平常時からの⾒守り活動、⼤規模災害や事故などの発⽣時における助け合い活動、ボ
ランティア活動など、障がい者と⾝近な地域住⺠とのつながりを強化する必要があ
ります。さらに、障がいの有無だけでなく、性別や国籍などにかかわらず、互いに尊
重し合いながら、地域におけるさまざまな活動に参画し、さまざまな⼈が交流できる
環境づくりにも取り組む必要があります。 

したがって、⾝近な地域住⺠に障がいや障がい者に対する理解を促進し、⾒守り活
動や助け合い活動、ボランティア活動など、障がい者と⾝近な地域住⺠とのつながり
の強化を図ります。 
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施策18 防犯、防災のまちづくりの推進 

障がい者が、安⼼して安全に暮らすことのできる環境づくりを推進するためには、
⼤規模な地震、洪⽔などの⾃然災害や⽕災などの発⽣のほか、交通事故や犯罪、消費
⽣活に関するトラブルなどから、⽣命や財産を守ることのできる体制を整備する必
要があります。 

特に、近年の⼤規模な地震や集中豪⾬などの発⽣により市⺠の防災意識が⾼まり、
地域における防災対策への取り組みが進められる中、障がい者への対応の充実も求
められています。 

したがって、⼤規模災害から障がい者を守るため、災害時避難⾏動要⽀援者⽀援制
度の登録の促進や福祉避難所の確保、住まいの耐震化の促進など、防災対策の⼀層の
推進を図ります。また、⽕災や事故、急病などから守るため、消防体制などの充実を
図るとともに、地域や警察と連携を図り、交通事故や犯罪、消費⽣活に関するトラブ
ルなどの対策に努めます。 
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▽ 基本⽬標Ⅱ（互いに「つながりあい」⽀えあうまちづくり）に関する主な取り組み 

施策 
番号 

取り組み 実施主体 概  要 

７ 
乳幼児健康診査の

実施 
健康増進課 

乳幼児健康診査を実施し、疾病、障がい等の

早期発見や適切な指導を行います。 

７ 
こんにちは赤ちゃ

ん訪問の実施 
家庭児童課 

養育環境を把握するとともに、子育てや障が

いに関する情報提供や助言等を行います。 

７ 

「発達に心配のあ

る子の早期支援シ

ステム」の運用 

こども発達相談 
センター 

発達に心配のある子と保護者に対し、必要な

支援を必要な時期に提供できるよう、「岡崎

市早期支援システム」を運用し、早期発見・

早期支援に努めます。 

７ 

発達に心配のある

未就学児の地域支

援の推進 

こども発達相談 
センター 

障がい福祉課 
健康増進課 
保育課 

発達に心配のある子の早期支援システムの

評価の検証等により、発達に心配のある未就

学児の地域支援の推進を図ります。 

８ 
障がい児福祉計画

の推進 

障がい福祉課 
サービス提供事業者 

計画に基づき、児童発達支援や放課後等デイ

サービスなどの障がい児通所支援を提供す

るとともに、サービスの質の向上を図りま

す。 

９ 
インクルーシブ教

育システムの構築 

教育委員会学校指導課 
教育委員会施設課 

障がいのあるなしにかかわらず児童生徒が

ともに学べる環境づくりに努めるとともに、

学校のバリアフリー化を推進します。 

９ 

10 

特別支援教育の推

進 
教育委員会学校指導課 

特別支援教育コーディネーターを中心に、各

学校において教職員の特別支援教育への理

解を深めるなど、児童生徒一人ひとりの能力

や個性に応じた特別支援教育を推進します。 

10 

個別の教育支援計

画（みどりのファ

イル）の利用推進 

教育委員会学校指導課 
障がい福祉課 

障がい児に個別の教育支援計画（みどりの

ファイル）の利用を推進し、保護者や関係機

関の間で成長過程や支援の内容の情報共有

を図ります。 

11 
障がい者スポーツ

の推進 

障がい福祉課 
障がい者 

障がい者スポーツ大会を年１回開催すると

ともに、障がい者がより気軽にスポーツに親

しむことができるよう、友愛の家等において

スポーツ講座を開催します。 

12 
障がい者の文化芸

術活動の推進 

障がい福祉課 
障がい者 

障がい者の作品展を年１回開催するととも

に、障がい者がより気軽に文化芸術活動に親

しむことができるよう、友愛の家等において

文化講座を開催します。 

13 
障がい者の社会貢

献活動の推進 

障がい福祉課 
障がい者団体 
障がい者 

障がい者自身が他の障がい者を支援する「ピ

アサポート活動」「ピアカウンセリング活動」

など、障がい者自身の経験や能力を生かして

行う社会貢献活動を促進します。 

14 
障がい者雇用の促

進 

障がい福祉課 
ハローワーク等 

障がい者自立支援協議会就労支援専門部会

において関係機関と連携し、情報提供や障が

い者雇用への理解と協力を働きかけるとと

もに、一般就労への定着を図ります。 
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施策 
番号 

取り組み 実施主体 概  要 

14 

15 

障がい福祉計画の

推進（就労系） 

障がい福祉課 
サービス提供事業者 

計画に基づき、就労移行支援や就労定着支

援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）などの障が

い福祉サービスを提供するとともに、サービ

スの質の向上を図ります。 

15 
ユニバーサル農業

の推進 
農務課 

農業振興ビジョン推進委員会ユニバーサル

農業推進部会において農福連携について検

討します。 

15 
「ふれあいショッ

プ」の運営 

障がい福祉課 
サービス提供事業者 

市役所内などに「ふれあいショップ」を開設

し、障がい者就労施設等を利用する障がい者

等が製品等を販売する機会を提供します。 

15 
障がい者優先調達

の推進 
障がい福祉課 

障害者優先調達推進法に基づき、毎年度方針

を定め、障がい者就労施設等からの物品や役

務の優先調達を推進します。 

16 
市役所における障

がい者雇用の推進 
人事課 

障がい者を対象とした正規職員または非常

勤職員等の採用試験を受験者の障がいに配

慮の上実施し、採用を推進します。 

16 
市役所における障

がい者理解の啓発 
障がい福祉課 

障害者差別解消法に基づく職員対応要領に

即し、障がい者への適切な配慮に努めます。 

17 
障がい者支援ボラ

ンティアの育成 

障がい福祉課 
社会福祉協議会 

地域住民の社会福祉に関する理解とボラン

ティア活動への参加促進を図ります。また、

友愛の家等においてボランティアの受入れ

や、ボランティア連絡協議会と連携し、養成

講座を実施します。 

17 
地域における見守

り活動の推進 
社会福祉協議会 

地区の助けあい・見守りネットワークを活用

し、災害時避難行動要支援者支援制度の登録

者に対して見守り（訪問）活動を実施します。 

18 
地域防災対策の推

進 

防災課 
地域福祉課 
障がい福祉課 

サービス提供事業者 
障がい者 

地域の避難訓練への障がい者の参加を促し、

関係機関が連携し、緊急時の情報伝達や避難

誘導、福祉避難所の設置など救助体制の充実

を図ります。特に、障がい者施設等での防災

対策の強化を促進するとともに、災害時避難

行動要支援者支援制度の周知により、個々の

地域住民や関係機関との情報伝達手段の確

保を図ります。 

18 
メール等による緊

急通報の実施 

防災課 
共同通信課 

おかざき防災緊急メール「防災くん」や市

ホームページの緊急防災情報などによる迅

速かつ適切な情報提供に努めます。聴覚障が

い者など音声による119番通報が困難な人に

対して「Ｎｅｔ119緊急通報システム」の周知

を図ります。 
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 基本⽬標Ⅲ あらゆる障がい者が「⾃分らしく⽣きる」まちづくり 
 

(7) ⽣活の質の維持・向上 

施策19 相談⽀援体制の充実 

障がい者が、地域社会の主体として、⾃ら望む場所で⾃⽴した⽣活を送るためには、
⽣活上の困りごとなどを気軽に相談し、解決するための相談⽀援体制を充実する必
要があります。 

したがって、障がい者の相談⽀援の中核である基幹相談⽀援センターとこども発
達相談センターを障がい児・者の総合拠点とし、地域の相談⽀援機関との連携を図る
ことにより、相談⽀援体制の充実に努めます。また、障がい者のほか、⾼齢者、⽣活
困窮者など個別の福祉課題への対応に加え、さまざまな課題を複合的に抱える⼈や、
制度の狭間となる課題を抱える⼈に対し、適切な⽀援につなげる福祉総合相談窓⼝
を開設します。 

 
施策20 ⽇常⽣活への⽀援の充実 

障がい者が、地域社会の主体として、⾃ら望む場所で⾃⽴した⽣活を送るためには、
⾃宅において⼊浴や排せつ、⾷事の介護などを⾏う居宅介護や訪問⼊浴サービスな
どの訪問系サービスのほか、⽇常⽣活を⽀える補装具や⽇常⽣活⽤具の⽀給、諸⼿当
などの経済的な⽀援など、それぞれに適したサービスの提供を受ける必要がありま
す。 

したがって、障がい福祉計画に基づき、訪問系サービスの充実を図るとともに、⽇
常⽣活の⽀援や経済的な⽀援に関する施策を推進します。また、今後の障がい者の⾼
齢化、重度化に加え、家族の⾼齢化や親亡き後に備え、地域⽣活⽀援拠点等の充実に
向け、相談⽀援や短期⼊所などのサービスの充実を図ります。 

 
施策21 ⽇中活動への⽀援の充実 

障がい者が、地域社会の主体として、⾃ら望む場所で⾃⽴した⽣活を送るためには、
通所施設において⽇常⽣活能⼒の向上などを⽀援する⽣活介護や⾃⽴訓練などの⽇
中活動系サービス、同⾏援護や⾏動援護、移動⽀援などの外出⽀援サービスなど、そ
れぞれに適したサービスの提供を受ける必要があります。 

したがって、障がい福祉計画に基づき、⽇中活動系サービスや外出⽀援サービスの
充実を図ります。 
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施策22 居住の場への⽀援の充実 

障がい者が、地域社会の主体として、⾃ら望む場所で⾃⽴した⽣活を送るためには、
⽣活の基盤である住まいを確保する必要があります。 

したがって、障がい福祉計画に基づき、施設⼊所⽀援などのサービスの適切な提供
に努めるほか、今後の障がい者の⾼齢化、重度化に加え、家族の⾼齢化や親亡き後の
ひとり暮らしの増加などを⾒据え、グループホームの整備の促進や⾃⽴⽣活援助の
適切な提供を図るとともに、⺠間賃貸住宅への⼊居を希望する障がい者の相談に応
じます。 

 
施策23 意思疎通⽀援の推進 

障がい者が、地域社会の主体として、⾃ら望む場所で⾃⽴した⽣活を送るためには、
必要とする情報を適切に⼊⼿し、活⽤できるようにすることにより、外出しやすい環
境とともに、⽣活の利便性の向上を図る必要があります。特に、視覚障がい者や聴覚
障がい者等の情報の⼊⼿や意思疎通の⽀援に取り組むなど、情報のバリアフリー化
を推進する必要があります。 

したがって、障がい者をはじめ、誰もが⽣活に必要な情報を適切に⼊⼿し、活⽤で
きるよう、ＩＣＴ等の活⽤を含め、⾏政情報の充実、発信に努めます。また、⽣活す
る上で適切な情報の⼊⼿や意思疎通ができるよう、点訳・⾳訳サービスや⼿話通訳、
要約筆記など、障がいの特性などに配慮した⽀援に取り組みます。 

 
施策24 権利擁護の推進 

障がい者が、地域社会の主体として、⾃ら望む場所で⾃⽴した⽣活を送るためには、
障がい者の権利や財産をおびやかすような⾔動や虐待を防⽌する環境づくりに取り
組む必要があります。 

したがって、障がい者の権利や財産を守るため、関係機関と連携し、成年後⾒制度
の活⽤の促進を図るとともに、⼈権尊重や虐待防⽌など障がい者の権利擁護の推進
を図ります。 

 
施策25 サービスの質の向上と⼈材確保の推進 

障がい者が、地域社会の主体として、⾃ら望む場所で⾃⽴した⽣活を送るためには、
さまざまなサービスを円滑かつ適切に利⽤できる体制づくりに取り組む必要があり
ます。 

したがって、障がい福祉計画に基づき、サービスを適切に提供するため、サービス
提供事業所における⼈材の確保と育成を促進します。 
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(8) 健康の維持・増進 

施策26 地域医療・医学的リハビリテーションの充実 

障がい者が、地域社会の主体として、⾃⽴した⽣活を送るためには、障がいに応じ
た適切な医療やリハビリテーションを受けることにより、障がいの軽減や重度化、重
複化などの予防、地域⽣活への移⾏の促進に取り組む必要があります。 

したがって、医療費の負担軽減とともに、障がい福祉計画に基づき、医療的ケアを
伴う居宅介護や⾃⽴訓練などの適切なサービスの提供に努めます。 

 
施策27 ⼼と体の健康づくりの推進 

障がい者が、地域社会の主体として、⾃⽴した⽣活を送るためには、⼼と体の健康
の維持または増進を図る必要があります。 

したがって、健康づくりの推進などにより、障がいの原因となる疾病などのさらな
る発⽣予防や早期発⾒、介護の予防を促進するとともに、⼼の病を抱える⼈の増加に
対応するため、学校や企業などと連携し、⼼の健康づくりに関する取り組みを推進し
ます。 
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▽ 基本⽬標Ⅲ（あらゆる障がい者が「⾃分らしく⽣きる」まちづくり）に関する主な取り組み 

施策 
番号 

取り組み 実施主体 概  要 

19 
相談支援体制の充

実 

障がい福祉課 
こども発達相談 

センター 
相談支援事業所 

基幹相談支援センターとこども発達相談セ

ンターを通じて、総合的・専門的な相談支援

の実施及び地域の相談支援の強化に向けた

体制の確保を図ります。 

19 
障がい者自立支援

協議会の活性化 

障がい福祉課 
協議会関係機関等 

障がい者自立支援協議会の場を活用し、相談

支援をはじめとする関係機関のネットワー

ク化を図り、障がい者が地域生活を送ること

ができるよう体制整備に取り組みます。 

19 
障がい福祉計画の

推進（相談支援） 

障がい福祉課 
相談支援事業所 

計画に基づき、障がい福祉サービスなどを利

用するためのサービス等利用計画の作成、見

直しなどを行うとともに、質の向上を図りま

す。 

19 
福祉総合相談窓口

の設置 

地域福祉課 
障がい福祉課 
健康増進課 
長寿課 

障がい者のほか、高齢者や生活困窮者などの

個別の福祉課題への対応に加え、さまざまな

課題を複合的に抱える人や、制度の狭間とな

る課題を抱える人を適切な支援につなげる

福祉総合相談窓口を開設します。 

20 
障がい福祉計画の

推進（訪問系） 

障がい福祉課 
サービス提供事業者 

計画に基づき、居宅介護や訪問入浴サービス

などの障がい福祉サービス等を提供すると

ともに、サービスの質の向上を図ります。 

20 
補装具費・日常生

活用具費の支給 
障がい福祉課 

障がいのある身体機能を補うための補装具

の購入や修理に係る費用の一部を支給する

とともに、身体障がい者手帳の対象とならな

い軽・中等度難聴児に対し、補聴器等購入費

の適切な支給に努めます。また、日常生活用

具費を適切に給付します。 

20 諸手当の支給 障がい福祉課 

法律や制度に基づき、特別障がい者手当、障

がい児福祉手当、福祉手当（経過措置分）、特

別児童扶養手当などの諸手当を支給します。 

21 
障がい福祉計画の

推進（日中活動系） 

障がい福祉課 
サービス提供事業者 

計画に基づき、生活介護や自立訓練などの障

がい福祉サービスを提供するとともに、サー

ビスの質の向上を図ります。 

21 
障がい福祉計画の

推進（外出支援） 

障がい福祉課 
サービス提供事業者 

計画に基づき、同行援護や行動援護、移動支

援などのサービスを提供するとともに、サー

ビスの質の向上を図ります。 

22 
障がい福祉計画の

推進（居住系） 

障がい福祉課 
サービス提供事業者 

計画に基づき、施設入所支援やグループホー

ムなどの障がい福祉サービスを提供すると

ともに、サービスの質の向上を図ります。 

22 
民間賃貸住宅の入

居等に関する相談 

住宅計画課 
居住支援協議会 

民間賃貸住宅への入居を希望する障がい者

などの相談に応じ、入居条件などの情報提供

を行います。   
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施策 
番号 

取り組み 実施主体 概  要 

23 
意思疎通支援事業

等の実施 
障がい福祉課 

聴覚障がいなどのため、意思疎通を図ること

に支障がある障がい者に対し、手話通訳者、

要約筆記者などの派遣を行うとともに、市役

所に手話通訳者を設置します。 

23 
点字・声の広報等

発行事業の実施 
障がい福祉課 

文字による情報入手が困難な障がい者に対

し、点訳や音声訳により、市政だより等の生

活情報など必要性の高い情報を定期的に提供

します。 

23 
情報のバリアフ

リー化の推進 

広報課 
障がい福祉課 

発行物へのＦＡＸ番号やメールアドレス等の

表示や点訳、音訳化など、多様な情報入手方

法の提供に努めます。 

24 
障がい者虐待の防

止 
障がい福祉課 

障がい者虐待に関する相談に応じるととも

に、関係機関と連携して対応します。また、

ホームページやリーフレット等を通じて虐待

の防止と早期発見に努めます。 

24 
成年後見制度の利

用促進 

障がい福祉課 
成年後見支援 
センター 

成年後見の申請手続きに要する費用等の一部

を助成するとともに、成年後見制度の周知啓

発に努めます。 

25 福祉フェアの開催 
介護保険課 
障がい福祉課 

福祉分野への関心と福祉人材の確保を図るた

め、福祉フェアを開催します。 

26 医療費の助成 
健康増進課 
医療助成室 

重度の障がい者の医療費や小児慢性特定疾病

の医療費の一部を助成するとともに、指定難

病の医療費の相談に応じます。 

27 健康診査等の実施 

障がい福祉課 
歯科医師会 
医療機関 

健康診査や生活習慣改善の啓発等を実施し、

健康の増進と疾患などの予防を図ります。ま

た、岡崎歯科総合センターにおける障がい者

歯科健診や受診を促進します。 

27 
メンタルヘルス対

策の推進 
健康増進課 

講座の開催や専門相談の実施などを通じて、

うつやひきこもり、自殺の予防など、メンタ

ルヘルス対策を推進します。 
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１ 基本理念 
   ◆◇◆ 

 

第５次岡崎市障がい者基本計画は、障害者基本法や障害者総合⽀援法等の⽬的（「障
がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に⼈格と個性を尊重し合いながら
共⽣する社会を実現する」）を踏まえ、基本理念に「思いやり つながりあって ⾃分
らしく⽣きる都市（まち）岡崎」を掲げています。 

したがって、第６期岡崎市障がい福祉計画・第２期岡崎市障がい児福祉計画において
も、「思いやり つながりあって ⾃分らしく⽣きる都市（まち）岡崎」を基本理念と
し、障がい福祉サービス等や障がい児通所⽀援等の⼀層の充実を図ります。 

 

 

２ 基本⽬標 
   ◆◇◆ 

 

基本理念のもと、厚⽣労働省が⽰す基本指針を踏まえつつ、次の５つの基本⽬標を定
め、障がい福祉サービス等や障がい児通所⽀援等の⼀層の充実を図ります。 

 

(1) 障がい者の⾃⼰決定の尊重と意思決定の⽀援 

地域共⽣社会の実現に向け、障がい者が可能な限り、⾃らの決定に基づく⽀援を受
けられるように配慮するとともに、障がい者の⾃⽴と社会参加が図られるよう、サー
ビス等の提供体制の整備に努めます。 

 

(2) 障がいの種別によらないサービス等の提供 

サービス等の提供にあたっては、⾝体障がい、知的障がい、精神障がい（⾼次脳機
能障がいを含みます。）、発達障がい、難病等の障がい種別にかかわらず、これらの障
がい者が必要な時に適切なサービスを受けられるよう、サービス等の提供体制の確
保に努めます。 
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(3) 個々の課題に対応したサービス提供体制の整備 

障がい者の⾃⽴⽀援の観点から、⼊所等から地域⽣活への移⾏や地域⽣活を継続
するための⽀援、就労への⽀援、⾼齢化等に伴う⽀援のあり⽅など、個々の課題に対
応するため、障がい福祉サービス等や障がい児通所⽀援等のほか、ＮＰОなどによる
インフォーマルサービスなど地域の社会資源を活⽤し、障がい者の⽣活を地域全体
で⽀える仕組み（地域⽣活⽀援拠点等）の構築を図ります。 

なお、地域⽣活⽀援拠点等の整備にあたっては、障がい者の重度化やその家族を含
めた⾼齢化に伴う親亡き後などの課題を⾒据え、地域⽣活に対する安⼼感を担保し、
⾃⽴を希望する⼈に対する⽀援に取り組みます。また、相談⽀援を中⼼に、ライフス
テージごとに応じた⽀援と切れ⽬のない⽀援に努めます。 

 

(4) 障がい児の健やかな育成のための発達⽀援 

障がい児の健やかな育成を⽀援する観点から、発達の遅れや障がいなどに早期に
対応できるよう、質の⾼いサービス等の提供体制の整備に努めることにより、保育や
教育等において、障がいの有無にかかわらず、すべての児童がともに成⻑できる環境
づくりを推進します。また、ライフステージに応じた切れ⽬のない⽀援や医療的ケア
を必要とする児童に対する⽀援体制の構築を図るため、関係機関等との連携に努め
ます。 

 

(5) 障がい者の社会参加を⽀える取り組み 

障がい者が、その個性や能⼒を発揮し、地域社会におけるさまざまな活動に参加す
るよう、ニーズ等を踏まえ、就労をはじめ、スポーツや⽂化芸術などの多様な活動に
参加するための機会の確保に努めます。 
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３ 国の基本指針 
   ◆◇◆ 
 

厚⽣労働省が⽰す基本指針においては、障がい者の⾃⽴⽀援の観点から、令和５年度を⽬
標年度として、次の６つの項⽬について⽬標値の設定を求めています。 

 

(1) 施設⼊所者の地域⽣活への移⾏ 

○令和元年度末の施設⼊所者の６％以上が地域⽣活に移⾏することを基本とします。 
○令和元年度末の施設⼊所者数を1.6％以上削減することを基本とします。 

※第５期障がい福祉計画で定めた令和２年度末までの⽬標値に達しないと⾒込まれる場合は、その

達しない割合を令和５年度末における地域⽣活への移⾏者数や施設⼊所者の削減割合の⽬標値に

加えた数値以上を⽬標値とします。 

※地域⽣活への移⾏とは、グループホームや⼀般住宅等に⽣活の場を移すことをいいます。 
 

(2) 地域⽣活⽀援拠点等が有する機能の充実 

○各市町村または各圏域に１つ以上の地域⽣活⽀援拠点等を確保しつつ、その機能
の充実のため、年１回以上運⽤状況を検証及び検討することを基本とします。 

 

(3) 福祉施設から⼀般就労への移⾏等 

○福祉施設（就労移⾏⽀援、就労継続⽀援（Ａ型・Ｂ型）、⽣活介護、⾃⽴訓練を⾏
う施設をいいます。）から⼀般就労への移⾏者数を令和元年度実績の1.27倍以上と
することを基本とします。 

 ・就労移⾏⽀援については、⼀般就労への移⾏における重要な役割を担っているこ
とから、令和元年度実績の1.30倍以上とすることを基本とします。 

 ・就労継続⽀援については、⼀般就労が困難な⼈に対し、就労や⽣産活動の機会の
提供、就労に向けた訓練等を実施することが事業⽬的であることなどから、就労
継続⽀援Ａ型事業は令和元年度実績の概ね1.26倍以上、就労継続⽀援Ｂ型事業
は令和元年度実績の概ね1.23倍以上をめざすこととします。 

○⼀般就労への移⾏者数の７割が就労定着⽀援事業を利⽤することを基本とします。 
○就労定着⽀援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上と

することを基本とします。 
※第５期障がい福祉計画で定めた令和２年度までの⽬標値に達しないと⾒込まれる場合は、その達

しない割合を令和５年度における⼀般就労への移⾏者数の⽬標値に加えた数値以上を⽬標値とし

ます。 

※⼀般就労とは、⼀般企業への就職や在宅で就労等することをいいます。 
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(4) 障がい児通所⽀援の提供体制の整備等 

○各市町村または各圏域に児童発達⽀援センターを少なくとも１カ所以上設置する
ことを基本とします。 

○各市町村または各圏域に保育所等訪問⽀援を利⽤できる体制を構築することを基
本とします。 

○各市町村または各圏域に主に重症⼼⾝障がい児を⽀援する児童発達⽀援事業所や
放課後等デイサービス事業所を少なくとも１カ所以上確保することを基本としま
す。 

○各市町村または各圏域に医療的ケアを必要とする児童を⽀援するために保健・医
療、障がい福祉、保育、教育等の関係者による連携・協議の場を設置することを基
本とします。また、医療的ケアを必要とする児童に関するコーディネーターを配置
することを基本とします。 

 

(5) 相談⽀援体制の充実・強化等 

○各市町村または各圏域において、総合的・専⾨的な相談⽀援の実施及び地域の相談
⽀援の強化を実施する体制を確保することを基本とします。 

 

(6) 障がい福祉サービス等の質の向上のための体制構築 

○各市町村において、障がい福祉サービス等の質を向上させるための取り組みの実
施体制を構築することを基本とします。 
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４ 成果⽬標 
   ◆◇◆ 

 

(1) 施設⼊所者の地域⽣活への移⾏ 

真に必要なサービスを提供する観点から、計画相談⽀援を通じて、施設⼊所者の意
向を確認し、障がいの状態やニーズに合わせた⽀援を⾏い、障がい者の希望や⾃らの
決定に基づいた地域⽣活への移⾏や継続を促進します。 

施設⼊所者の地域移⾏には、重度の障がいや医療的ケアなど特別な⽀援が必要な
障がいに対応できるグループホームなどが必要となりますので、まずは安⼼して地
域移⾏ができる環境整備に取り組むこととし、次のとおり⽬標値を設定します。 
○令和５年度末までに、令和元年度末の施設⼊所者数222⼈のうち、３⼈（1.4％）

が地域⽣活に移⾏するものとします。 
○令和５年度末の施設⼊所者数は、令和元年度末の施設⼊所者222⼈を維持するもの

とします。 
図表４－１ 施設入所者の地域生活への移行者数等の目標値 

区  分 目標値 考  え  方 

令和元年度末の施設入

所者数 
222人 － 

地域生活移行者数 3人 
令和元年度末の全施設入所者数のうち、グループホーム等

へ移行する人数 

施設入所者減少数 現状維持 令和元年度末の全施設入所者数から減少する人数 

 

(2) 地域⽣活⽀援拠点等が有する機能の充実 

令和５年度末まで、地域⽣活⽀援拠点等の機能（既存の社会資源）を確保しつつ、
充実に向け、毎年度、障がい者⾃⽴⽀援協議会において運⽤状況を検証及び検討しま
す。 
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(3) 福祉施設から⼀般就労への移⾏等 

① 福祉施設から⼀般就労への移⾏者数 
令和５年度の福祉施設から⼀般就労への移⾏者数は、令和元年度の1.28倍の96

⼈を⽬標とします。 
 

② ⼀般就労への移⾏者における就労定着⽀援事業の利⽤率 
令和５年度の⼀般就労への移⾏者のうち、就労定着⽀援事業の利⽤者の割合を

７割とすることを⽬標とします。 
 

③ 就労定着⽀援事業における就労定着率 
令和５年度末の就労定着率が８割以上の就労定着⽀援事業所を全体の７割以上

とすることを⽬標とします。 
 

図表４－２ 福祉施設から一般就労への移行者数の目標値 

区  分 目標値 考  え  方 

令和元年度の年間一般就

労移行者数 
75人 

※このうち、就労移行支援からは56人、就労継続支援

Ａ型事業からは９人、就労継続支援Ｂ型からは６人 

目標年度の年間一般就労

移行者数 

96人 

（1.28倍） 
令和５年度に福祉施設を退所して一般就労する人数 

うち就労移行支援 

事業利用者分 

73人 

（1.30倍） 

令和５年度に就労移行支援事業所を退所して一般就

労する人数 

うち就労継続支援Ａ型 

事業利用者分 

12人 

（1.33倍） 

令和５年度に就労継続支援Ａ型事業所を退所して一

般就労する人数 

うち就労継続支援Ｂ型 

事業利用者分 

8人 

（1.33倍） 

令和５年度に就労継続支援Ｂ型事業所を退所して一

般就労する人数 

うち就労定着支援 

事業利用者数 

68人 

（７割） 

令和５年度に福祉施設を退所して一般就労する人の

うち就労定着支援事業を利用する人数 
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(4) 障がい児通所⽀援の提供体制の整備等 

① 児童発達⽀援センターの設置 
令和５年度末まで、市内の既存の児童発達⽀援センター２カ所の確保を図りま

す。 
 

② 保育所等訪問⽀援体制の構築 
令和５年度末まで、市内の既存の保育所等訪問⽀援事業所５カ所の確保を図り

ます。 
 

③ 主に重症⼼⾝障がい児を⽀援する児童発達⽀援事業所等の確保 
令和５年度末まで、既存の児童発達⽀援事業所３カ所と放課後等デイサービス

事業所１カ所の確保を図ります。 
 

④ 医療的ケアを必要とする児童の⽀援体制の構築 
令和５年度末まで、障がい者⾃⽴⽀援協議会の医療的ケア児⽀援専⾨部会にお

いて協議するとともに、コーディネーターを配置します。 
 

(5) 相談⽀援体制の充実・強化等 

令和５年度末まで、基幹相談⽀援センターとこども発達相談センターを通じて、総
合的・専⾨的な相談⽀援の実施及び地域の相談⽀援の強化に向けた体制の確保を図
ります。 

 

(6) 障がい福祉サービス等の質の向上のための体制構築 

令和５年度末まで、障がい者⾃⽴⽀援協議会等を通じて、障がい福祉サービス等に
関する情報共有などにより、サービスの質の向上に取り組みます。 
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５ サービスの体系 
   ◆◇◆ 

 

障害者総合⽀援法に基づくサービスは、国や都道府県の義務的経費が伴う個別給付と
しての⾃⽴⽀援給付と、市町村の創意⼯夫により、利⽤者の状況に応じて柔軟に実施で
きる地域⽣活⽀援事業に⼤別されます。また、⾃⽴⽀援給付の介護給付には、「居宅介護」
「重度訪問介護」「同⾏援護」「⾏動援護」「重度障がい者等包括⽀援」「⽣活介護」「療養
介護」「短期⼊所」「施設⼊所⽀援」、訓練等給付には、「⾃⽴訓練（機能訓練・⽣活訓練）」
「就労移⾏⽀援」「就労継続⽀援（Ａ型・Ｂ型）」「就労定着⽀援」「⾃⽴⽣活援助」「共同
⽣活援助（グループホーム）」があり、障がい福祉サービスはこれら15のサービスの総
称です。障がい福祉サービスは、18歳から64歳までの障がい者に適⽤されるのはもちろ
んですが、「居宅介護」「短期⼊所」などの介護給付の⼀部や「就労移⾏⽀援」などの訓
練等給付は、18歳未満の障がい児にも適⽤されます。また、「同⾏援護」などの障がい福
祉サービス固有のものは、65歳以上の⼈にも適⽤されます。なお、要介護認定者には、
障がい福祉サービスに相当するサービスが介護保険法にある場合は介護保険サービス
が適⽤されますが、「施設⼊所⽀援」など65歳に⾄るまで相当の期間にわたり障がい福
祉サービスを利⽤している場合などは、65歳以上も引き続き適⽤されます。 

児童福祉法には、障がい児通所給付として、「児童発達⽀援」「医療型児童発達⽀援」
「放課後等デイサービス」「保育所等訪問⽀援」「居宅訪問型児童発達⽀援」の５つのサー
ビス、障がい児⼊所給付として、「福祉型」と「医療型」があり、原則として、18歳未満
に適⽤されます。なお、障がい児⼊所給付は、都道府県が実施します。 

 
図表４－３ サービスの適用年齢区分 

 

 

 

０歳 18歳 40歳 65歳 

児童福祉法 

（障がい児通所 

支援等） 障害者総合支援法 

障がい福祉サービス 

地域生活支援事業 
訓練等給付 

介護給付の一部 

障がい福祉サービス固

有のもの 

介護保険法 

（介護保険サービス） 

特定疾病患者 
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図表４－４ 市町村障がい福祉サービス等・障がい児通所支援等の体系図 
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６ 障がい福祉サービス等 
   ◆◇◆ 

 

 Ⅰ 訪問系サービス 

利⽤者のニーズに応じて、訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同⾏援護、
⾏動援護を提供するサービス）の確保と事業所への指導によるサービスの向上に努
めます。 

サービス名 内     容 

居宅介護 

障がい者に対し、居宅において、入浴、排せつ、食事、通院などの介護、調理、洗

濯、掃除などの家事、生活などに関する相談や助言、その他の生活全般にわたる

援助を行うサービスです。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由、知的障がい、精神障がいのため、常時介護を必要とする人に

対し、居宅や入院時において、長時間にわたり生活全般の介護や移動中の介護を

総合的に行うサービスです。 

同行援護 

視覚障がいにより、移動が著しく困難な人の外出時に同行し、移動に必要な情報

を提供するとともに、移動の援護、排せつ、食事の介護などの援助を行うサービ

スです。 

行動援護 

自己判断力が制限されている人（自閉症、てんかんなどにより重度の知的障がい

者や統合失調症などにより重度の精神障がい者であって、危険回避ができない、

自傷、異食、徘徊などの行動障がいに対する援護を必要とする人）が行動する際

の危険を回避するための援護や移動中の介護を行うサービスです。 

重度障がい者 

等包括支援 

常時介護を要する障がい者で、介護の必要の程度が著しく高い人に対し、居宅介

護や重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移

行支援、就労継続支援、共同生活援助を包括的に行うサービスであり、緊急のニー

ズにも臨機応変に対応することのできるサービスです。 

① 第５期計画と実績 
「居宅介護」は、利⽤者数、利⽤延時間数とも、おおむね横ばいで、計画を⼤き

く下回って推移しています。 
「重度訪問介護」は、利⽤者数が横ばいで推移している⼀⽅、利⽤延時間数が令

和元年度に⼤きく減少しています。 
「同⾏援護」は、利⽤者数が横ばいで推移している⼀⽅、利⽤延時間数がやや減

少し、いずれも計画を⼤きく下回って推移しています。 
「⾏動援護」は、利⽤者数、利⽤延時間数とも、令和元年度に⼤きく減少し、計

画を⼤きく下回って推移しています。 
「重度障がい者等包括⽀援」は、市内に提供事業所がなく、利⽤実績はありませ

ん。 
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図表４－５ 訪問系サービスの第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

居宅介護 
利 用 者 数 (人／月) 643 426 705 412 772 419 

利用延時間数(時間／月) 8,640 5,896 9,469 6,209 10,378 5,451 

重度訪問

介護 

利 用 者 数 (人／月) 3 4 3 4 3 4 

利用延時間数(時間／月) 1,143 1,545 1,143 911 1,143 982 

同行援護 
利 用 者 数 (人／月) 77 44 88 44 100 44 

利用延時間数(時間／月) 720 577 821 513 936 491 

行動援護 
利 用 者 数 (人／月) 53 41 56 28 59 28 

利用延時間数(時間／月) 531 467 562 213 595 239 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、「居宅介護」

「重度訪問介護」は、ほぼ横ばいで推移すると⾒込みます。「同⾏援護」「⾏動援護」
は、今後、障がい者の社会参加の促進を図ることにより、やや増加すると⾒込みま
す。 
図表４－６ 訪問系サービスの見込量 

区   分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護 
利 用 者 数 (人／月) 419 433 448 

利用延時間数(時間／月) 6,057 6,262 6,474 

重度訪問

介護 

利 用 者 数 (人／月) 4 4 5 

利用延時間数(時間／月) 1,105 1,228 1,535 

同行援護 
利 用 者 数 (人／月) 44 48 52 

利用延時間数(時間／月) 545 595 644 

行動援護 
利 用 者 数 (人／月) 28 35 42 

利用延時間数(時間／月) 239 332 399 

③ ⾒込量の確保策 
「居宅介護」「重度訪問介護」は、市内に35カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の提

供事業所があり、現在の利⽤事業所に加え、事業の開始を予定している事業所が
あった場合、必要に応じて⽀援するなどし、確保に努めます。また、介護保険サー
ビス事業所（訪問介護事業所）からの参⼊も促進します。 

「同⾏援護」は、市内に14カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、
現在の利⽤事業所により、確保できる⾒込みです。 
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「⾏動援護」は、市内に７カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、
現在の利⽤事業所により、確保できる⾒込みです。 

なお、「重度障がい者等包括⽀援」は、市内に提供事業所がなく、利⽤実績もな
いため、⾒込みはありません。 
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Ⅱ ⽇中活動系サービス 

利⽤者のニーズに応じて、⽇中活動系サービス（⽣活介護、⾃⽴訓練、就労移⾏⽀
援、就労継続⽀援、就労定着⽀援、療養介護、短期⼊所を提供するサービス）の確保
と、必要に応じて事業所への指導によるサービスの向上に努めます。 

 

(1) ⽣活介護 

常時介護を必要とする障がい⽀援区分が⼀定以上の障がい者に対し、主として昼
間に、障がい者⽀援施設や⽣活介護事業所において、⼊浴や排せつ、⾷事の介護を⾏
うとともに、創作的活動、⽣産活動の機会などを提供するサービスです。このサービ
スは、施設⼊所者も利⽤できます。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数、利⽤延⽇数とも、おおむね計画どおりに推移しています。 

図表４－７ 生活介護の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月） 587 533 597 606 606 624 

利用延日数（日／月） 11,355 10,949 11,536 11,289 11,721 10,067 

② ⾒込量 
特別⽀援学校卒業⽣による新規利⽤など、平成30年度から令和２年度までの利

⽤実績等を踏まえ、引き続き、やや増加すると⾒込みます。 
図表４－８ 生活介護の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月） 642 661 681 

利用延日数（日／月） 11,661 12,005 12,360 

③ ⾒込量の確保策 
市内に25カ所（定員数649、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在

の利⽤事業所に加え、事業者へのアンケート調査において、事業の開始を予定して
いる事業所があることから、必要に応じて⽀援するなどし、確保に努めます。 
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(2) ⾃⽴訓練（機能訓練） 

⾃⽴訓練（機能訓練）は、病院を退院し、⾝体的リハビリテーションの継続や社会
的リハビリテーションの実施が必要な障がい者、また、特別⽀援学校を卒業し、社会
的リハビリテーションの実施が必要な障がい者に対し、地域⽣活を営む上で必要な
⾝体機能の維持、回復などのための訓練を⾏うサービスです。 

① 第５期計画と実績 
利⽤延⽇数は、⼤きな増減がみられるものの、利⽤者数は、期間を通じておおむ

ね計画どおりに推移しています。 
図表４－９ 自立訓練（機能訓練）の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月） 2 1 2 4 2 2 

利用延日数（日／月） 33 8 33 78 33 28 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、横ばいで推

移すると⾒込みます。 
図表４－10 自立訓練（機能訓練）の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月） 2 2 2 

利用延日数（日／月） 28 28 28 

③ ⾒込量の確保策 
市内に提供事業所はありませんが、市外の利⽤事業所により、確保できる⾒込み

です。 
 

(3) ⾃⽴訓練（⽣活訓練） 

⾃⽴訓練（⽣活訓練）は、病院や施設を退院、退所した⼈、また、特別⽀援学校を
卒業した⼈のうち、社会的リハビリテーションの実施が必要な障がい者に対し、地域
⽣活を営む上で必要な⽣活能⼒の維持、向上などのための訓練を⾏うサービスです。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数、利⽤延⽇数とも、令和元年度に増加し、計画を上回って推移していま

す。 
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図表４－11 自立訓練（生活訓練）の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月） 19 28 20 40 21 40 

利用延日数（日／月） 454 531 469 615 485 618 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、ほぼ横ばいで推移する

と⾒込みます。 
図表４－12 自立訓練（生活訓練）の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月） 42 44 46 

利用延日数（日／月） 652 676 701 

③ ⾒込量の確保策 
市内に３カ所（定員数60、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在の

利⽤事業所により、確保できる⾒込みです。 
 

(4) 就労移⾏⽀援 

就労移⾏⽀援は、⼀般就労を希望する障がい者に対し、⽣産活動やその他の活動の
機会を通じて、⼀般就労に必要な知識や能⼒の向上のために必要な訓練などを⾏う
サービスです。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数、利⽤延⽇数とも、やや減少し、計画を下回って推移しています。 

図表４－13 就労移行支援の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月） 149 132 159 116 170 106 

利用延日数（日／月） 2,655 2,333 2,841 2,074 3,040 1,885 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績はやや減少しているものの、今後、

障がい者の⼀般就労の促進を図ることにより、やや増加すると⾒込みます。 
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図表４－14 就労移行支援の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月） 110 114 117 

利用延日数（日／月） 1,955 2,027 2,082 

③ ⾒込量の確保策 
市内に９カ所（定員数132、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在

の利⽤事業所により、確保できる⾒込みです。 
引き続き、ハローワークや特別⽀援学校、相談⽀援事業所などの関係機関等との

連携により、就労移⾏⽀援のさらなる利⽤促進を図ります。 
 

(5) 就労継続⽀援（Ａ型） 

就労継続⽀援（Ａ型）は、⼀般企業による雇⽤等が困難な障がい者に対し、雇⽤契
約などに基づく就労の機会を提供するとともに、⽣産活動やその他の活動の機会の
提供を通じて、その知識や能⼒の向上のために必要な訓練などを⾏うサービスです。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数、利⽤延⽇数とも、やや減少し、計画を下回って推移しています。 

図表４－15 就労継続支援（Ａ型）の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月） 221 186 221 173 221 161 

利用延日数（日／月） 4,556 3,727 4,556 3,686 4,556 3,431 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等はやや減少しているものの、今後、

障がい者の就労の促進を図ることにより、やや増加すると⾒込みます。 
図表４－16 就労継続支援（Ａ型）の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月） 166 172 177 

利用延日数（日／月） 3,536 3,664 3,774 

③ ⾒込量の確保策 
市内に６カ所（定員数124、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在

の利⽤事業所により、確保できる⾒込みです。 
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(6) 就労継続⽀援（Ｂ型） 

就労継続⽀援（Ｂ型）は、⼀般企業による雇⽤等が困難な障がい者に対し、就労の
機会を提供するとともに、⽣産活動やその他の活動の機会の提供を通じて、その知識
や能⼒の向上のために必要な訓練などを⾏うサービスです。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数、利⽤延⽇数とも、増加しているものの、計画を下回って推移していま

す。 
図表４－17 就労継続支援（Ｂ型）の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月） 745 637 839 720 944 753 

利用延日数（日／月） 13,641 11,345 15,356 13,182 17,286 13,604 

② ⾒込量 
特別⽀援学校卒業⽣による新規利⽤など、平成30年度から令和２年度までの利

⽤実績等を踏まえ、引き続き、増加すると⾒込みます。 
図表４－18 就労継続支援（Ｂ型）の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月） 765 777 788 

利用延日数（日／月） 13,815 14,032 14,234 

③ ⾒込量の確保策 
市内に38カ所（定員数756、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在

の利⽤事業所に加え、事業者へのアンケート調査において、事業の開始を予定して
いる事業所があることから、必要に応じて⽀援するなどし、確保できる⾒込みです。 

 

(7) 就労定着⽀援 

就労定着⽀援は、就労移⾏⽀援等の利⽤を経て、⼀般企業に雇⽤された障がい者に
対し、⼀般就労に伴う⽣活の課題に対応できるよう、⼀般企業との連絡調整等の⽀援
を⼀定期間にわたり⾏うもので、平成30年度から開始されたサービスです。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数は、ほぼ横ばいで、計画を下回って推移しています。 
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図表４－19 就労定着支援の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月） 40 30 46 28 52 28 

② ⾒込量 
厚⽣労働省が⽰す基本指針において、令和５年度の⼀般就労への移⾏者のうち、

就労定着⽀援事業の利⽤者の割合を７割とすることを⽬標としています。今後、障
がい者の⼀般就労の促進を図ることにより、やや増加すると⾒込みます。 
図表４－20 就労定着支援の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月） 30 32 34 

③ ⾒込量の確保策 
市内に４カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在の利⽤事業所

により、確保できる⾒込みです。 
引き続き、ハローワークや相談⽀援事業所などの関係機関等との連携により、就

労定着⽀援のさらなる利⽤促進を図ります。 
 

(8) 療養介護 

療養介護は、医療を要する障がい者であって常時介護を要する⼈に対し、主として
昼間に、機能訓練や療養上の管理、看護、医学的管理下における介護、⽇常⽣活の世
話を医療機関で⾏うサービスです。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数は、横ばいで推移しています。 

図表４－21 療養介護の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月） 34 41 40 41 45 41 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、横ばいで推

移すると⾒込みます。 
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図表４－22 療養介護の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月） 41 41 41 

③ ⾒込量の確保策 
市内に１カ所（定員数120、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在

の利⽤事業所により、確保できる⾒込みです。 
 

(9) 短期⼊所（ショートステイ） 

短期⼊所（ショートステイ）は、居宅において介護を⾏う⼈の疾病やその他の理由
により、障がい者が施設へ短期間⼊所し、⼊浴、排せつ、⾷事の介護などを受けるサー
ビスで、「福祉型」と「医療型」の２種類があります。なお、親亡き後の地域⽣活を
⽀援する役割を担うため、訓練として定期的に利⽤する場合もあります。 

① 第５期計画と実績 
「福祉型」「医療型」の利⽤者数、利⽤延⽇数とも、令和元年度に⼤きく減少し、

計画を⼤きく下回って推移しています。 
図表４－23 短期入所（ショートステイ）の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

福祉型 
利用者数（人／月） 173 167 193 125 216 114 

利用延日数（日／月） 778 658 876 591 978 495 

医療型 
利用者数（人／月） 23 35 24 4 25 3 

利用延日数（日／月） 114 187 119 9 124 13 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績は減少傾向にあるものの、介助者へ

のㇾスパイトとともに、障がい者の⾃⽴のための訓練を含めたニーズがあること
から、「福祉型」「医療型」とも、やや増加すると⾒込みます。 
図表４－24 短期入所（ショートステイ）の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

福祉型 
利用者数（人／月） 162 175 189 

利用延日数（日／月） 702 758 819 

医療型 
利用者数（人／月） 33 35 38 

利用延日数（日／月） 148 155 171 
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③ ⾒込量の確保策 
市内に12カ所（定員数47、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在

の利⽤事業所により、確保できる⾒込みですが、地域⽣活⽀援拠点等の機能充実の
観点から、新規事業者の参⼊の促進に努めます。 
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 Ⅲ 居住系サービス 

利⽤者にとって、真に必要な施設⼊所⽀援のサービスの確保を図るとともに、地域に
おける居住の場である共同⽣活援助（グループホーム）やひとり暮らしを⽀援する⾃⽴
⽣活援助のサービスを確保することにより、施設⼊所や⼊院からの地域⽣活への移⾏や
継続を⽀援します。 

 

(1) ⾃⽴⽣活援助 

⾃⽴⽣活援助は、施設⼊所や⼊院、グループホームの利⽤を経て、ひとり暮らしを
希望する知的障がい者や精神障がい者等に対し、地域⽣活を⽀援するため、定期的な
巡回訪問や随時の対応など⼀定期間にわたり⾏うもので、平成30年度から開始され
たサービスです。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数は、おおむね計画どおり推移しています。 

図表４－25 自立生活援助の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月) 14 31 15 16 16 16 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、ほぼ横ばい

で推移すると⾒込みます。 
図表４－26 自立生活援助の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月) 19 21 23 

③ ⾒込量の確保策 
市内に２カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在の利⽤事業所

により、確保できる⾒込みです。 
 

(2) 共同⽣活援助（グループホーム） 

共同⽣活援助（グループホーム）は、障がい者に対し、主として夜間に共同⽣活を
営む居宅において⽇常⽣活上の援助を⾏うサービスです。なお、昼間は、⽇中活動系
サービス等を利⽤します。 
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① 第５期計画と実績 
利⽤者数は、やや増加しているものの、計画を下回って推移しています。 

図表４－27 共同生活援助（グループホーム）の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月) 132 124 145 128 159 132 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、やや増加す

ると⾒込みます。 
図表４－28 共同生活援助（グループホーム）の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月） 137 141 146 

③ ⾒込量の確保策 
市内に12カ所（定員数131、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在

の利⽤事業所に加え、引き続き、新規事業者の参⼊の促進を図るなどし、確保に努
めます。 

 

(3) 施設⼊所⽀援 

施設⼊所⽀援は、施設に⼊所する障がい者に対し、主として夜間に、⼊浴、排せつ、
⾷事の介護などを⾏うサービスです。なお、昼間は、⽇中活動系の⼀部のサービス（⽣
活介護、⾃⽴訓練、就労移⾏⽀援、就労継続⽀援Ｂ型）を利⽤します。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数は、やや増加し、計画を上回って推移しています。 

図表４－29 施設入所支援の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／月) 208 208 208 222 208 222 

② ⾒込量 
厚⽣労働省が⽰す基本指針において、令和元年度末の施設⼊所者数を令和５年

度末までに1.6％以上削減するとしていますが、岡崎市においては、令和元年度末
の施設⼊所者数222⼈の現状維持を⾒込みます。 
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図表４－30 施設入所支援の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／月） 222 222 222 

③ ⾒込量の確保策 
市内に５カ所（定員数267、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在

の利⽤事業所により、確保できる⾒込みです。 
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 Ⅳ 相談⽀援 

基幹相談⽀援センターを通じ、相談⽀援事業所との連携を強化するとともに、相談
⽀援を⾏う⼈材育成、個別事例における専⾨的な助⾔や指導、情報の収集や提供等を
⾏い、相談⽀援の質の向上に努めます。 

 

(1) 相談⽀援 

障がい者の相談⽀援には、「計画相談⽀援」「地域移⾏⽀援」「地域定着⽀援」があ
ります。「計画相談⽀援」は障がい福祉サービス等を利⽤するためのサービス等利⽤
計画の作成や⾒直し、「地域移⾏⽀援」は⼊所している障がい者や⼊院している精神
障がい者が地域⽣活に移⾏するための相談、「地域定着⽀援」は施設・病院から退所・
退院し、地域⽣活が不安定な障がい者に対して常時の連絡体制や緊急時の相談の⽀
援等を⾏うサービスです。 

① 第５期計画と実績 
計画相談⽀援の利⽤者数は、おおむね計画どおり推移し、地域移⾏⽀援、地域定

着⽀援の利⽤者数は、若⼲数となっています。 
図表４－31 相談支援の第５期計画と実績 

区   分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

計画相談支援利用者数（人／月） 420 428 425 420 430 423 

地域移行支援利用者数（人／月） 3 2 4 1 6 1 

地域定着支援利用者数（人／月） 3 0 4 0 6 0 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、計画相談⽀援は、やや

増加し、地域移⾏⽀援、地域定着⽀援は、施設の⼊所者や病院の⼊院者の地域⽣活
への移⾏により、若⼲数あると⾒込みます。 
図表４－32 相談支援の見込量 

区   分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画相談支援利用者数（人／月） 438 453 468 

地域移行支援利用者数（人／月） 1 1 1 

地域定着支援利用者数（人／月） 1 1 1 
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③ ⾒込量の確保策 
市内に22カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の相談⽀援事業所があり、現在の利⽤

事業所に加え、引き続き、新規事業者の参⼊の促進を図るなどし、確保に努めます。 
 

(2) 総合的・専⾨的な相談⽀援 

⾝体障がい、知的障がい、精神障がい（⾼次脳機能障がいを含みます。）、発達障が
い、難病等の障がい種別にかかわらず、これらの障がい者が必要な時に適切なサービ
スを受けられるよう、総合的、専⾨的な相談⽀援を⾏う体制を確保するものです。 

引き続き、基幹相談⽀援センターとこども発達相談センターを通じ、相談⽀援事業
所との連携を強化し、個別事例における専⾨的な助⾔や指導等に努めます。 

 

(3) 地域の相談⽀援体制の強化 

障がい者が必要な時に適切なサービスを受けられるよう、相談⽀援体制の強化に
向け、相談⽀援事業所の⼈材育成や連携強化に取り組むものです。 

引き続き、基幹相談⽀援センターを相談⽀援体制の中核とし、相談⽀援事業所との
連携強化や情報共有、相談⽀援専⾨員の⼈材育成等に努めます。また、障がい者⾃⽴
⽀援協議会を通じて地域の関係機関と連携を図り、障がい者を⽀えるネットワーク
の構築に努めます。 

① これまでの実績 
基幹相談⽀援センターにおいて、相談⽀援事業所の研修会を実施するとともに、

連携強化を図るため、障がい者⾃⽴⽀援協議会を開催しています。 
図表４－33 地域の相談支援体制の強化の実績 

区  分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

研修会等実施（回／年） 1 1 1 

協議会開催（回／年） 4 4 4 

② ⾒込量 
過去３年間の実績を踏まえ、次のとおり⾒込みます。 

図表４－34 地域の相談支援体制の強化の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

研修会等実施（回／年） 1 1 1 

協議会開催（回／年） 4 4 4 
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 Ⅴ 地域⽣活⽀援拠点等 

国の基本指針においては、市町村または各圏域に１つ以上の地域⽣活⽀援拠点等
を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運⽤状況を検証及び検討すること
としています。 

地域⽣活⽀援拠点等の機能を確保（⾯的整備を推進）しつつ、充実に向け、毎年度、
障がい者⾃⽴⽀援協議会において運⽤状況の検証及び検討に努めます。 

① これまでの実績 
地域⽣活⽀援拠点等の整備（⾯的整備）について協議を進めています。 

② ⾒込量 
地域⽣活⽀援拠点等の整備（⾯的整備）及び充実（運⽤状況を検証及び検討の実

施）をめざし、次のとおり⾒込みます。 
図表４－35 地域生活支援拠等の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

設 置 数（カ所） 1 1 1 

協議会開催（回／年） 1 1 1 
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 Ⅵ 障がい福祉サービス等の質の向上 

障がい福祉サービス等に係る各種研修の活⽤や障がい者⾃⽴⽀援審査⽀払等シス
テムによる審査結果、指導監査結果の共有を通じて障がい福祉サービス等の質の向
上に努めます。 

 

(1) 障がい福祉サービス等に係る各種研修の活⽤ 

都道府県が実施する障がい福祉サービス等に係る研修等への市町村職員の参加を
通じて障がい福祉サービス等の質の向上を図るものです。 

引き続き、愛知県等が実施する研修等に積極的に参加し、事業所説明会等を通じて
サービス提供事業者等との情報共有に努めます。 

① これまでの実績 
愛知県等が実施する研修等に積極的に参加しています。 

図表４－36 障がい福祉サービス等に係る各種研修への参加実績 

区  分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

参加回数（回／年） 1 1 1 

② ⾒込量 
過去３年間の実績を踏まえ、次のとおり⾒込みます。 

図表４－37 障がい福祉サービス等に係る各種研修への参加の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

参加回数（回／年） 1 1 1 

 

(2) 障がい者⾃⽴⽀援審査⽀払等システムによる審査結果の共有 

障がい者⾃⽴⽀援審査⽀払等システム等による審査結果を分析、活⽤し、サービス
提供事業者等と情報共有を図る体制を構築することにより、障がい福祉サービス等
の質の向上を図るものです。 

引き続き、事業所説明会等を通じてサービス提供事業者等との情報共有に努めま
す。 

① これまでの実績 
事業所説明会を開催し、サービス提供事業者等との情報共有を図っています。 

 
 



第４章 第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画 

113 

図表４－38 事業所説明会の開催実績 

区  分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

説明会開催（回／年） 1 1 1 

② ⾒込量 
過去３年間の実績を踏まえ、次のとおり⾒込みます。 

図表４－39 事業所説明会の開催の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

説明会開催（回／年） 1 1 1 

 

(3) 指導監査結果の共有 

指定障がい福祉サービス事業者に対する指導監査を適正に実施するとともに、都
道府県等と連携して実施する指定障がい児通所⽀援事業者等に対する指導監査の結
果を共有する体制を構築することにより、障がい福祉サービス等の質の向上を図る
ものです。 

引き続き、指導監査の適正な実施と愛知県等との情報共有に努めます。 
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７ 地域⽣活⽀援事業 
   ◆◇◆ 

 

 Ⅰ 必須事業 

地域⽣活⽀援事業は、障がい者が地域において⾃⽴した⽇常⽣活や社会⽣活を送
ることができるよう、地域の特性やサービスの利⽤者の状況に応じた柔軟な形態に
よる事業を効果的、効率的に実施するものです。地域⽣活⽀援事業には、「必須事業」
と市町村の判断により実施する「任意事業」があります。 

地域⽣活⽀援事業を実施するにあたっては、効率性、効果性の観点から、真に必要
なサービスの⾒直しなどを図るとともに、サービス利⽤に際しては、利⽤者負担など、
公平性の確保に努めます。 

 

(1) 理解促進研修・啓発事業 

理解促進研修・啓発事業は、地域住⺠に対し、幅広く障がいや障がい者への理解を
深めるため、イベントや広報活動等を⾏う事業です。 

広報誌やホームページ、ポスター、パンフレットなどを通じ、障がいの種別の特性
や障がい者に対する理解と配慮について啓発を図るとともに、ヘルプマークなど障
がい者に関するマークに対する正しい理解の周知に努めています。また、障がい者週
間等を踏まえた啓発イベントを実施するなど、障がい者との交流に取り組んでいま
す。引き続き、広報活動やイベント等の実施に努めます。 

 

(2) ⾃発的活動⽀援事業 

⾃発的活動⽀援事業は、障がい者やその家族、地域の住⺠などによる交流活動など
の⾃発的な取り組みを⽀援する事業です。 

障がい者の交流などを推進する⾃発的な団体活動に対し、引き続き、⽀援に努めま
す。 

 

(3) 相談⽀援事業 

障がい者やその介助者などからの相談に応じ、必要な情報の提供や権利の擁護の
ため、引き続き、次の事業に取り組みます。 
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○障がい者相談⽀援事業 
事業を効果的に実施するために、市内を中央・東・⻄・南・北地区に区割りし、

引き続き、４カ所の相談⽀援事業所に委託し、障がい者等からの相談、必要な情報
の提供や助⾔、権利擁護のための必要な援助に努めます。 

○基幹相談⽀援センター等機能強化事業 
友愛の家内の基幹相談⽀援センターに専⾨的職員を配置し、相談⽀援事業所な

どに対する専⾨的な指導や助⾔、情報の収集や提供、⼈材育成の⽀援、地域のさま
ざまな関係機関との連携強化、地域移⾏、地域包括ケアシステムの構築に向けた取
り組みなどに努めます。 

○住宅⼊居等⽀援事業 
賃貸契約による⼀般住宅への⼊居を希望しているものの、保証⼈がいないなど

の理由により⼊居が困難な障がい者に対し、⼊居に必要な調整、家主等への相談・
助⾔などを⾏う事業です。引き続き、⽀援のあり⽅を検討します。 

 

(4) 成年後⾒制度利⽤⽀援事業 

成年後⾒制度利⽤⽀援事業は、成年後⾒制度を利⽤することが有⽤であると認め
られる知的障がいや精神障がいのある単⾝世帯の⼈に対し、申し⽴てに要する費⽤
など、制度を利⽤する際に必要な経費の⼀部を助成する事業です。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数は、若⼲数で、計画を下回って推移しています。 

図表４－40 成年後見制度利用支援事業の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／年） 4 2 5 1 5 1 

② ⾒込量 
成年後⾒制度の利⽤の促進に関する法律を踏まえ、社会的に孤⽴しがちな知的

障がい者や精神障がい者に対し、成年後⾒制度の積極的な活⽤を促進することに
より、今後は徐々に増加すると⾒込みます。 
図表４－41 成年後見制度利用支援事業の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／年） 2 3 4 



第４章 第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画 

116 

(5) 成年後⾒制度法⼈後⾒⽀援事業 

成年後⾒制度法⼈後⾒⽀援事業は、成年後⾒制度における後⾒などの業務を適正
に⾏う法⼈を確保するとともに、市⺠後⾒⼈の活⽤を含めた法⼈後⾒の⽀援を⾏う
事業です。実態の把握や検討会の実施など、引き続き、⽀援のあり⽅を検討します。 

 
(6) 意思疎通⽀援事業 

意思疎通⽀援事業は、聴覚障がいなどのため、意思疎通を図ることに⽀障がある障
がい者に対し、⼿話通訳者、要約筆記者などの派遣を⾏うとともに、⼿話通訳者を設
置する事業です。 

① 第５期計画と実績 
⼿話通訳者派遣回数、要約筆記者派遣回数とも、おおむね横ばいで推移していま

す。 
図表４－42 意思疎通支援事業の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

手話通訳者派遣回数（回／月） 
69 

57 
70 

55 
73 

55 

要約筆記者派遣回数（回／月） 5 5 5 

設置手話通訳者数（人） 2 2 2 2 2 2 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの事業実績はおおむね横ばいですが、今後、聴

覚障がい者などの社会参加の促進を図ることにより、やや増加すると⾒込みます。 
図表４－43 意思疎通支援事業の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

手話通訳者派遣回数（回／年） 694 707 722 

要約筆記者派遣回数（回／年） 55 55 55 

設置手話通訳者数（人） 2 2 2 

③ ⾒込量の確保策 
⼿話通訳者や要約筆記者の養成を図ることにより、確保できる⾒込みです。 
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(7) 専⾨性の⾼い意思疎通⽀援を⾏う者の派遣事業 

専⾨性の⾼い意思疎通⽀援を⾏う者の派遣事業は、聴覚障がい者などの意思疎通
を⽀援するため、⼿話通訳者、要約筆記者などの広域的な派遣などを⾏う事業です。
愛知県の事業の実施状況を踏まえつつ、必要に応じて、事業の実施を検討します。 

 
(8) ⼿話奉仕員養成研修事業・専⾨性の⾼い意思疎通⽀援を⾏う者の養成研修事業 

⼿話奉仕員養成研修事業は、⽇常会話程度の⼿話表現技術を習得する⼿話奉仕員
の養成研修を実施する事業です。専⾨性の⾼い意思疎通⽀援を⾏う者の養成研修事
業は、⼿話通訳に必要な⼿話語彙、⼿話表現技術、基本技術を習得する⼿話通訳者や
要約筆記に必要な要約技術、基本技術を習得する要約筆記者の養成研修を⾏う事業
です。このうち要約筆記者養成研修と、失語症者向け意思疎通⽀援者養成研修につい
ては、愛知県等の事業の実施状況を踏まえつつ、必要に応じて、事業の実施を検討し
ます。 

① 第５期計画と実績 
⼿話奉仕員養成研修、⼿話通訳者養成研修とも、修了者は計画を下回って推移し

ています。 
図表４－44 手話奉仕員養成研修事業等の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

手話奉仕員養成研修（人／年） 25 30 25 22 25 22 

手話通訳者養成研修（人／年） 38 13 36 13 35 13 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの事業実績等を踏まえつつ、各研修への参加促

進に努めることにより、次のとおり⾒込みます。 
図表４－45 手話奉仕員養成研修事業等の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

手話奉仕員養成研修（人／年） 26 26 26 

手話通訳者養成研修（人／年） 13 13 13 
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(9) ⽇常⽣活⽤具給付等事業 

⽇常⽣活⽤具給付等事業は、「介護・訓練⽀援⽤具（⼊浴担架、特殊寝台など）」「⾃
⽴⽣活⽀援⽤具（⼊浴補助⽤具、便器など）」「在宅療養等⽀援⽤具（電気式たん吸引
器など）」「情報・意思疎通⽀援⽤具（携帯⽤会話補助装置など）」「排泄管理⽀援⽤具
（ストマ⽤装具、紙おむつなど）」「居宅⽣活動作補助⽤具（住宅改修費）」の６種類
の⽇常⽣活⽤具を給付する事業です。 

① 第５期計画と実績 
いずれも、おおむね横ばいで推移しています。 

図表４－46 日常生活用具給付等事業の第５期計画と実績            （件／年） 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

介護・訓練支援用具 32 25 35 19 39 22 

自立生活支援用具 60 60 60 57 61 59 

在宅療養等支援用具 88 136 89 151 91 144 

情報・意思疎通支援用具 75 76 72 78 69 77 

排泄管理支援用具 6,493 6,727 6.617 6,873 6,742 7,010 

居宅生活動作補助用具 9 8 8 18 7 13 

② ⾒込量 
いずれも、平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、おおむね横

ばいで推移すると⾒込みます。 
図表４－47 日常生活用具給付等事業の見込量             （件／年） 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護・訓練支援用具 22 22 22 

自立生活支援用具 59 59 59 

在宅療養等支援用具 144 144 144 

情報・意思疎通支援用具 77 77 77 

排泄管理支援用具 7,151 7,294 7,440 

居宅生活動作補助用具 13 13 13 

 
(10) 移動⽀援事業 

移動⽀援事業は、屋外における移動が困難な障がい者に対し、社会⽣活上必要不可
⽋な外出や余暇活動などに参加するため、外出時の移動を⽀援する事業です。 
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① 第５期計画と実績 
利⽤者数、利⽤延時間数ともに、やや減少しており、計画を⼤きく下回って推移

しています。 
図表４－48 移動支援事業の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利 用 者 数 （人／年） 248 258 261 148 274 123 

利用延時間数（時間／年） 1,825 1,783 1,918 879 2,016 793 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績はやや減少していますが、今後、障

がい者の社会参加の促進を図ることにより、やや増加すると⾒込みます。 
図表４－49 移動支援事業の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 者 数 （人／年） 248 260 273 

利用延時間数（時間／年） 1,591 1,671 1,754 

③ ⾒込量の確保策 
市内に37カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の事業所があり、現在の利⽤事業所に

より、確保できる⾒込みです。 
 

(11) 地域活動⽀援センター事業 

地域活動⽀援センター事業は、障がい者に対し、地域の実情に応じた創作的活動や
⽣産活動の機会の提供、社会との交流の促進などの⽀援を⾏う事業です。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数は、令和元年度に⼤きく減少し、計画を下回って推移しています。 

図表４－50 地域活動支援センター事業の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

事業所数（か所） 2 2 2 2 2 2 

利用者数（人／年） 80 313 81 61 82 61 
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② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績はやや減少していますが、次のとお

り⾒込みます。 
図表４－51 地域活動支援センター事業の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

事業所数（か所） 2 2 2 

利用者数（人／年） 313 313 313 

③ ⾒込量の確保策 
現在の利⽤事業所により、確保できる⾒込みです。 

 

(12) 障がい児等療育⽀援事業 

在宅の障がい児に対し、訪問による療育指導、外来による専⾨的な療育相談・指導、
障がい児が通う保育所や障がい児通所⽀援事業所などの職員の療育技術の指導、療
育機関に対する⽀援を⾏う事業です。引き続き、2カ所の事業所により、必要な⽀援
を⾏います。 

 
(13) 広域的な⽀援事業（精神障がい者地域⽣活⽀援広域調整等事業） 

精神障がい者が⾃⽴した⽇常⽣活や社会⽣活を送るために必要な広域調整会議の
開催等を⾏う事業です。 

① 第５期計画と実績 
精神障がい者の地域⽣活⽀援については、障がい者⾃⽴⽀援協議会地域移⾏⽀

援専⾨部会において調整しています。 
図表４－52 精神障がい者地域生活支援広域調整等事業の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

専門部会開催（回／年） 5 4 5 4 5 4 

② ⾒込量 
過去３年間の実績を踏まえ、次のとおり⾒込みます。 

図表４－53 精神障がい者地域生活支援広域調整等事業の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

専門部会開催（回／年） 4 4 4 
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Ⅱ 任意事業 

(1) 訪問⼊浴サービス事業 

訪問⼊浴サービス事業は、重度の⾝体障がい者の居宅を訪問し、⼊浴サービスを提
供する事業です。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数は、ほぼ横ばいで、計画を下回って推移しています。 

図表４－54 訪問入浴サービス事業の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／年） 39 34 40 32 41 29 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、横ばいで推

移すると⾒込みます。 
図表４－55 訪問入浴サービス事業の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／年） 32 32 32 

③ ⾒込量の確保策 
市内に３カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の事業所があり、現在の利⽤事業所によ

り、確保できる⾒込みです。 
 

(2) ⽇中⼀時⽀援事業 

⽇中⼀時⽀援事業は、障がい者の⽇中における活動の場を⼀時的に提供すること
により、その介助者の就労⽀援やレスパイトを提供する事業です。 

① 第５期計画と実績 
利⽤者数は、やや減少しており、計画を下回って推移しています。 

図表４－56 日中一時支援事業の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（人／年） 463 387 451 373 439 373 
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② ⾒込量 
⽇中⼀時⽀援事業の利⽤者は、放課後等デイサービスへの移⾏による減少が⾒

られるため、引き続き、やや減少すると⾒込みます。 
図表４－57 日中一時支援事業の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（人／年） 387 375 364 

③ ⾒込量の確保策 
市内に32カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の事業所があり、現在の利⽤事業所に

より、確保できる⾒込みです。 
 

(3) ⽣活訓練事業 

⽣活訓練事業は、福祉の村「みのりの家」において、知的障がい者に対し、地域⽣
活を営む上で必要な⽣活能⼒の維持、向上などのための訓練を⾏うものです。 

引き続き、福祉の村「みのりの家」において、必要な⽀援を⾏います。 
 

(4) 社会参加⽀援 

障がい者の社会参加を促進するため、引き続き、次の事業を実施します。 

○点字・声の広報等発⾏事業 
⽂字による情報⼊⼿が困難な障がい者に対し、点訳や⾳声訳により、岡崎市から

の広報や視覚障がい関係事業の紹介、その他障がい者が地域⽣活をする上で必要
性の⾼い情報を定期的に提供するものです。 

○スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 
障がい者のスポーツの振興を図るため、障がい者スポーツ⼤会を年１回開催す

るものです。 

○芸術・⽂化講座開催等事業 
障がい者の⽂化芸術の振興を図るため、障がい者作品展を年１回開催するもの

です。 

○⾃動⾞改造費助成 
就労などの社会参加のため、⾝体障がい者や知的障がい者が⾃らが所有する⾃

動⾞を運転しやすいように改造するために必要な費⽤の⼀部を助成するものです。 
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① 第５期計画と実績 
いずれも、ほぼ横ばいで推移しています。 

図表４－58 社会参加支援の第５期計画と実績 

区   分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

広 報 誌 点 字 版 発 行（人／月） 
67 

1 
71 

1 
76 

1 

広 報 誌 録 音 版 発 行（人／月） 52 47 47 

障がい者スポーツ大会参加者数 600 600 600 600 600 600 

障 が い 者 作 品 展 参 加 者 数 839 673 849 665 859 668 

自 動 車 改 造 費 助 成（人／年） 20 15 20 11 20 13 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、ほぼ横ばい

で推移すると⾒込みます。 
図表４－59 社会参加支援の見込量 

区   分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

広 報 誌 点 字 版 発 行（人／月） 1 1 1 

広 報 誌 録 音 版 発 行（人／月） 50 50 50 

障がい者スポーツ大会参加者数 600 600 600 

障 が い 者 作 品 展 参 加 者 数 700 700 700 

自 動 車 改 造 費 助 成（件／年） 15 15 15 

 

(5) その他の⽇常⽣活⽀援 

このほか、引き続き、以下の事業を実施します。 

○住宅改修助成事業 
⾝体障がい者が居室・浴室・便所などを使⽤しやすくバリアフリー化するため⾏

う改修⼯事に要する費⽤の⼀部を助成するものです。 

① 第５期計画と実績 
利⽤件数は、計画を上回って推移しています。 

図表４－60 住宅改修助成事業の第５期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用者数（件／年） 9 4 9 11 9 10 
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② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、次のとおり⾒込みます。 

図表４－61 住宅改修助成事業の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数（件／年） 10 10 10 
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８ 障がい児通所⽀援等 
   ◆◇◆ 

 

 Ⅰ 障がい児通所⽀援 

利⽤者のニーズに応じて、障がい児通所⽀援（児童発達⽀援、医療型児童発達⽀
援、放課後等デイサービス、保育所等訪問⽀援、居宅訪問型児童発達⽀援を提供す
るサービス）の確保と、必要に応じて事業所への指導によるサービスの向上に努め
ます。 

 

(1) 児童発達⽀援 

児童発達⽀援は、集団療育や個別療育を⾏う必要がある未就学の障がい児に対し、
⽇常⽣活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団⽣活への適応訓練など
の⽀援を⾏うサービスです。 

① 第１期計画と実績 
利⽤児数、利⽤延⽇数ともに、増加しているものの、計画を下回って推移してい

ます。 
図表４－62 児童発達支援の第１期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用児数（人／月） 562 485 667 543 793 582 

利用延日数（日／月） 3,405 3,157 4,045 3,262 4,805 3,645 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、増加すると

⾒込みます。 
図表４－63 児童発達支援の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用児数（人／月） 625 653 682 

利用延日数（日／月） 3,909 4,087 4,271 

③ ⾒込量の確保策 
市内に19カ所（定員数260、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在

の利⽤事業所に加え、引き続き、新規事業者の参⼊の促進を図るなどし、確保に努
めます。 
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(2) 医療型児童発達⽀援 

医療型児童発達⽀援は、肢体不⾃由児に対し、⽇常⽣活における基本的な動作の指
導などの⽀援や治療を⾏うサービスです。 

① 第１期計画と実績 
利⽤児数、利⽤延⽇数ともに、ほぼ横ばいで、計画を上回って推移しています。 

図表４－64 医療型児童発達支援の第１期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用児数（人／月） 11 19 11 16 11 16 

利用延日数（日／月） 90 171 90 117 90 131 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、横ばいで推

移すると⾒込みます。 
図表４－65 医療型児童発達支援の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用児数（人／月） 20 20 20 

利用延日数（日／月） 167 167 167 

③ ⾒込量の確保策 
市内に１カ所（定員数20、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在の

利⽤事業所により、確保できる⾒込みです。 
 

(3) 放課後等デイサービス 

放課後等デイサービスは、就学している障がい児に、放課後や学校の休業⽇におい
て、⽣活能⼒向上のための必要な訓練、社会との交流の促進などの⽀援を⾏うサービ
スです。 

① 第１期計画と実績 
利⽤児数、利⽤延⽇数ともに、増加しているものの、計画を下回って推移してい

ます。 
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図表４－66 放課後等デイサービスの第１期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用児数（人／月） 1,121 714 1,381 745 1,702 777 

利用延日数（日／月） 8,316 8,491 10,246 9,041 12,623 9,339 

② ⾒込量 
特別⽀援学校や特別⽀援学級に在籍する児童の利⽤状況などから、今後も、増加

すると⾒込みます。 
図表４－67 放課後等デイサービスの見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用児数（人／月） 811 846 883 

利用延日数（日／月） 9,744 10,167 10,609 

③ ⾒込量の確保策 
市内に47カ所（定員数495、令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在

の利⽤事業所に加え、今後も新規事業者の参⼊が⾒込まれることから、確保できる
⾒込みです。 

 

(4) 保育所等訪問⽀援 

保育所等訪問⽀援は、訪問⽀援員が障がい児の通う保育所や幼稚園などを訪問し、
障がい児が集団⽣活において他の児童と適応するための専⾨的な⽀援を⾏うサービ
スです。 

① 第１期計画と実績 
利⽤児数、利⽤延⽇数ともに、ほぼ横ばいで推移しています。 

図表４－68 保育所等訪問支援の第１期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用児数（人／月） 6 13 8 6 11 11 

利用延日数（日／月） 6 14 8 6 11 12 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、横ばいで推

移すると⾒込みます。 
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図表４－69 保育所等訪問支援の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用児数（人／月） 13 13 13 

利用延日数（日／月） 14 14 14 

③ ⾒込量の確保策 
市内に５カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の提供事業所があり、現在の利⽤事業所

により、確保できる⾒込みです。 
 

(5) 居宅訪問型児童発達⽀援 

居宅訪問型児童発達⽀援は、重度の障がいなどのために外出が著しく困難な障が
い児に対し、⽇常⽣活における基本的な動作の指導などの⽀援を⾏うもので、平成30
年度から開始されたサービスです。 

① 第１期計画と実績 
利⽤児数、利⽤延⽇数ともに、市内に提供事業所がなく、利⽤実績もありません。 

図表４－70 居宅訪問型児童発達支援の第１期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用児数（人／月） 1 0 1 0 1 0 

利用延日数（日／月） 6 0 6 0 6 0 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績はありませんが、次のとおり⾒込み

ます。 
図表４－71 居宅訪問型児童発達支援の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用児数（人／月） 0 1 1 

利用延日数（日／月） 0 6 6 

③ ⾒込量の確保策 
市内に提供事業所はありませんが、県内の提供事業所の利⽤に加え、新規事業者

の参⼊の促進を図るなどし、確保に努めます。 
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 Ⅱ 障がい児相談⽀援等 

(1) 障がい児相談⽀援 

障がい児相談⽀援は、障がい児が障がい児通所⽀援を利⽤する際に利⽤計画を作
成し、利⽤開始以降、⼀定期間ごとにモニタリングなどの⽀援を⾏うサービスです。
基幹相談⽀援センターの業務として、相談⽀援事業所との連携を強化するとともに、
相談⽀援を⾏う⼈材育成や個別事例における専⾨的な助⾔、指導を⾏い、相談⽀援の
質の向上に努めます。 

① 第１期計画と実績 
児童発達⽀援の利⽤などから、利⽤児数は増加しているものの、計画を下回って

推移しています。 
図表４－72 障がい児相談支援の第１期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

利用児数（人／月） 202 174 213 192 225 198 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、増加すると

⾒込みます。 
図表４－73 障がい児相談支援の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用児数（人／月） 204 210 216 

③ ⾒込量の確保策 
市内に17カ所（令和２年４⽉１⽇現在）の相談⽀援事業所があり、現在の利⽤

事業所に加え、引き続き、新規事業者の参⼊の促進を図るなどし、確保に努めます。 
 

(2) 医療的ケア児⽀援コーディネーター 

医療的ケアを必要とする児童の⽀援体制の構築に向け、多分野にまたがる⽀援の
利⽤を調整するコーディネーターを配置するものです。 

① 第１期計画と実績 
平成30年度から基幹相談⽀援センター等にコーディネーターを配置しています。 
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図表４－74 医療的ケア児支援コーディネーターの第１期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 見込み 

配置人数（人／年） 0 2 0 2 1 2 

② ⾒込量 
引き続き、基幹相談⽀援センター等にコーディネーターを配置することとし、次

のとおり⾒込みます。 
図表４－75 医療的ケア児支援コーディネーターの見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

配置人数（人／年） 2 2 2 
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 Ⅲ 障がい児の⼦ども・⼦育て⽀援等 

⼦ども・⼦育て⽀援事業等の利⽤を希望する障がい児が、適切な⽀援等を受けられ
るよう、保育所・認定こども園、放課後児童健全育成事業における体制の整備に努め
ます。 

 

(1) 保育所・認定こども園 

保育所・認定こども園は、０歳から５歳までの児童のうち保護者の就労や病気など
で、保育が必要な場合に、保護者の代わりに保育する施設・事業です。 

① 第１期計画と実績 
障がい児の利⽤は、おおむね横ばいで、計画を上回って推移しています。 

図表４－76 保育所・認定こども園の障がい児の第１期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

保 育 所 利 用 児 数（人／月） 166 234 173 280 180 228 

認定こども園利用児数（人／月） 32 23 39 36 47 40 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、横ばいで推

移すると⾒込みます。 
図表４－77 保育所・認定こども園の障がい児の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保 育 所 利 用 児 数（人／月） 240 240 240 

認定こども園利用児数（人／月） 40 40 40 

③ ⾒込量の確保策 
保育職員、保育教職員等への事例検討や研修を⾏うとともに、状況に応じた適切

な職員配置に努めます。また、保護者や関係機関と連携して保育所・認定こども園
として適切な対応を図ります。 
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(2) 放課後児童健全育成事業 

放課後児童健全育成事業は、保護者が就労等の理由で昼間家庭にいない⼩学⽣を
対象に、遊びと⽣活の場を与える放課後の居場所を提供しています。 

① 第１期計画と実績 
事業の受⼊量の拡⼤に伴い、令和元年度以降、⼤きく増加し、計画を上回って推

移しています。 
図表４－78 放課後児童健全育成事業の障がい児の第１期計画と実績 

区  分 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

利用児数（人／月） 50 56 54 97 58 138 

② ⾒込量 
平成30年度から令和２年度までの利⽤実績等を踏まえ、引き続き、令和２年度

と同程度の利⽤数で推移すると⾒込みます。 
図表４－79 放課後児童健全育成事業の障がい児の見込量 

区  分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用児数（人／月） 138 138 138 

③ ⾒込量の確保策 
事業の受⼊量の増加を図り、⾒込量を確保するとともに、放課後児童クラブの状

況に応じた⽀援員等の加配などに努めます。また、⽀援員等への事例検討や研修を
⾏うとともに、保護者や学校等の関係機関と連携し、放課後児童クラブとして適切
な対応に努めます。 
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１ 推進体制 
   ◆◇◆ 

 

(1) 総合的な推進体制 

障がい者福祉を推進等するため、岡崎市では、社会福祉法第７条の規定に基づき
設置している社会福祉審議会に障がい者福祉専⾨分科会を設置しています。障がい
者福祉専⾨分科会は、有識者や障がい者団体、関係機関等の代表者により構成し、
障がい者基本計画や障がい福祉計画・障がい児福祉計画の策定などにあたり幅広い
意⾒の聴取に努めています。 

また、関係部局が連携するとともに、市⺠との協働を推進することにより、障が
い者福祉の総合的な推進を図っています。 

第５次岡崎市障がい者基本計画の推進にあたっては、必要に応じて、障がい者福
祉専⾨分科会において、意⾒を聴取等するとともに、関係部局の連携や市⺠との協
働の⼀層の推進を図ります。 

 

(2) 関係機関との連携⽀援体制 

関係機関との緊密な連携を図るため、岡崎市では、障害者総合⽀援法第89条の３
の規定に基づき、障がい者⾃⽴⽀援協議会を設置しています。障がい者⾃⽴⽀援協
議会は、福祉、医療・保健、教育、就労などの分野の⽀援者や有識者、障がい者団
体、関係機関等の代表者、関係⾏政機関の職員などにより構成し、連携の緊密化を
図り、障がい者の⽀援やその体制の整備について協議しています。さらに、課題ご
とに専⾨部会を設け、関係機関などとの連携、協議を図っています。 

障がい者に対する虐待の防⽌に向けては、権利擁護⽀援専⾨部会において、警察、
弁護⼠会、法務局、障害者権利擁護センター、障がい福祉サービス事業所、相談⽀
援事業所、⺠⽣委員・児童委員、関係職員などからなるネットワークの構築に取り
組むとともに、必要に応じて、ケース会議を開催するなど、関係機関の連携を図っ
ています。 

第６期岡崎市障がい福祉計画・第２期岡崎市障がい児福祉計画の推進にあたって
は、今後も、障がい者⾃⽴⽀援協議会を通じて、関係機関と緊密に連携し、障がい
のある⼈の⽀援やその体制の整備を図ります。 
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２ 進捗管理 
   ◆◇◆ 

 

(1) 進捗の把握と分析・評価 

第５次岡崎市障がい者基本計画に⽰す基本⽬標ごとに設定する指標の実現に向け、
重点施策を実施するとともに、指標の進捗状況を定期的に把握し、分析・評価に努
めます。また、障がい者団体から意⾒を適宜聴取することにより、障がい者の実態
やニーズなどの把握に努めます。 

第６期岡崎市障がい福祉計画・第２期岡崎市障がい児福祉計画に⽰す成果⽬標の
達成に向けては、定期的に進捗を把握し、分析・評価に努め、必要に応じて、障が
い者⾃⽴⽀援協議会において意⾒を聴取等します。なお、活動指標（障がい福祉サー
ビス等と障がい児通所⽀援等の⾒込量）については、適宜、進捗の把握に努めます。 

 

(2) 計画や⽅策の⾒直し 

第５次岡崎市障がい者基本計画に⽰した指標や第６期岡崎市障がい福祉計画・第
２期岡崎市障がい児福祉計画に⽰した成果⽬標の分析・評価の結果、社会福祉審議
会障がい者福祉専⾨分科会や障がい者⾃⽴⽀援協議会における協議、さらには、経
済や社会の情勢の変化、国の障がい者施策や関連施策の動向などを踏まえ、必要に
応じて、計画や⽅策の⾒直しを⾏うなど、適切で効果的な施策展開に努めます。 
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１ 計画策定の経過 
   ◆◇◆ 
 

計画の策定に先⽴って、障がいのある⼈や障がい者団体、障がい福祉サービス等を
提供している事業所の意⾒やニーズを把握するために、アンケート調査やヒアリング
調査を⾏いました。これらを通して把握した障がいのある⼈を取り巻く現状と課題を
踏まえて、計画づくりに取り組みました。計画案の作成にあたっては、岡崎市障がい者
⾃⽴⽀援協議会とともに、岡崎市社会福祉審議会障がい者福祉専⾨分科会より意⾒を
いただきました。 

年  月  日 内       容 

 

令和２年２月19日～３月19日 

 

令和２年５月１日～29日 

 

令和２年５月12日 

 

 

令和２年７月14日 

 

 

令和２年９月10日～16日 

 

令和２年10月20日 

 

 

令和２年12月８日 

 

 

令和２年12月７日 

～令和３年１月７日 

 

令和３年１月14日～２月８日 

 

令和２年１月18日 

 

 

令和３年３月１日 

 

 

令和３年３月５日 

 

 

令和３年３月12日 

 

 

アンケート調査（障がい者・障がい児・その他市民） 

 

アンケート調査（事業者） 

 

第１回岡崎市障がい者自立支援協議会 

（会長の選出等について ※書面会議） 

 

第２回岡崎市障がい者自立支援協議会 

（計画の骨子案等について） 

 

障がい者団体ヒアリング調査 

 

第３回岡崎市障がい者自立支援協議会 

（計画の素案等について ※書面会議） 

 

第４回岡崎市障がい者自立支援協議会 

（計画の素案等に対する意見への回答について ※書面会議） 

 

パブリックコメント → ２通（８件） 

 

 

愛知県への意見聴取 

 

第１回岡崎市社会福祉審議会障がい者福祉専門分科会 

（計画の案について ※書面会議） 

 

第５回岡崎市障がい者自立支援協議会 

（計画の最終案について ※書面会議） 

 

第２回岡崎市社会福祉審議会障がい者福祉専門分科会 

（計画の最終案について ※書面会議） 

 

「第５次岡崎市障がい者基本計画 第６期岡崎市障がい福祉計

画・第２期岡崎市障がい児福祉計画」の決定 
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２ 岡崎市障がい者⾃⽴⽀援協議会 
   ◆◇◆ 
 

○岡崎市障がい者⾃⽴⽀援協議会要綱 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、岡崎市附属機関設置条例（令和元年岡崎市条例第21 号）第６条の規定に
基づき、岡崎市障がい者⾃⽴⽀援協議会（以下「協議会」という。）に関し必要な事項を定め
るものとする。 
（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項に関し、情報交換、連絡及び協議を⾏う。 
⑴ 相談⽀援事業者の運営評価等に関すること。 
⑵ 困難事例への対応のあり⽅に関する協議及び調整に関すること。 
⑶ 地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議に関すること。 
⑷ 地域の社会資源の開発及び改善に関すること。 
⑸ 相談⽀援機能の強化に係る協議に関すること。 
⑹ 障がい者基幹相談⽀援センターの検証に関すること。 
⑺ 障がい者基本計画、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の作成・具体化に向けた協議等

に関すること。 
⑻ その他協議会の⽬的を達成するために市⻑が必要と認めること。 
（臨時委員） 

第３条 協議会は、第２条の所掌事務について、特に専⾨的な助⾔等を必要とするときは、協
議会に臨時委員を置くことができる。 

２ 臨時委員は、学識経験のある者のうちから市⻑が委嘱する。 
３ 臨時委員の任期は１年以内とする。 

（会⻑） 
第４条 協議会に会⻑を置き、委員の互選により選出する。 
２ 会⻑は、協議会の運営をつかさどり、協議会を代表する。 
３ 会⻑に事故のあるときは、あらかじめ会⻑の指定する委員が、その職務を代理する。 

（招集） 
第５条 協議会の会議は、会⻑が招集する。ただし、会⻑及びその職務を代理する者が在任し

ないときの会議は、市⻑が招集する。 
２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 
３ 臨時委員は、会議に出席し、意⾒を述べることができる。 
４ 協議会は、特に必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意⾒を聴くこと

ができる。 
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（部会） 
第６条 協議会の円滑な運営を図るため、必要に応じ、専⾨の事項を協議する部会を置くこと

ができる。 
２ 部会員は、委員のうちから会⻑が指名する。 
３ 会⻑は、部会に必要と認める専⾨的知識を有する者を委員以外の者から指名することがで

きる。 
（協議会の庶務） 

第７条 協議会の庶務は、福祉部障がい福祉課において⾏う。 
（雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営その他必要な事項は、協議会で定める。 
附 則 

（施⾏期⽇） 
１ この要綱は、令和２年４⽉１⽇から施⾏する。 

（岡崎市障がい者⾃⽴⽀援協議会設置要綱の廃⽌） 
２ 岡崎市障がい者⾃⽴⽀援協議会設置要綱（平成20 年２⽉21 ⽇施⾏）は、廃⽌する。 
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○岡崎市障がい者⾃⽴⽀援協議会委員名簿 
【委員任期】令和２年４月１日～令和４年３月31日 

【委 員 数】20人 

役 職 所 属 氏 名 

会 長 特定非営利活動法人 岡崎市障がい者福祉団体連合会 加賀 時男 

副会長 社会福祉法人 愛恵協会 三浦 博幸 

委 員 社会福祉法人 岡崎市社会福祉協議会 伊奈 宏伸 

委 員 特定非営利活動法人 岡崎自立生活センターぴあはうす 髙橋 美絵 

委 員 社会福祉法人 岡崎市福祉事業団 岡崎市福祉の村 小林  亮 

委 員 社会福祉法人 愛知玉葉会 第二藤花荘 田中 幸一 

委 員 
社会福祉法人 恩賜財団済生会支部愛知県済生会 
三河青い鳥医療療育センター 

三浦 宏太 

委 員 特定非営利活動法人 ハートフルフレンズ 杉浦 桂子 

委 員 特定非営利活動法人 子どもの発達を支援する会きらら 塩沢美穂子 

委 員 株式会社Loving Look こども訪問看護ステーションじん おかざき 安井 隆光 

委 員 岡崎公共職業安定所 髙須理有子 

委 員 愛知県立みあい特別支援学校 佐藤 健哉 

委 員 愛知県立岡崎特別支援学校 神谷 美穂 

委 員 岡崎市手をつなぐ育成会 山田美佐子 

委 員 岡崎肢体不自由児・者父母の会 荻野 義昭 

委 員 岡崎地域精神障がい者家族会 西脇 政則 

委 員 岡崎市聴覚障害者福祉協会 種村 圭司 

委 員 公募委員 杉木 陽介 

委 員 公募委員 柴田 光康 

委 員 公募委員 渡邊 敬江 

 

 

  



第６章 資 料 

142 

３ 岡崎市社会福祉審議会障がい者福祉専⾨分科会 
   ◆◇◆ 
 

○岡崎市社会福祉審議会条例 
平成14年12⽉19⽇ 

条例第47号 
（趣旨） 

第1条 この条例は、社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）及び社会福祉法
施⾏令（昭和33年政令第185号）に定めるもののほか、岡崎市社会福祉審議会（以下「審議
会」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 
（調査審議事項の特例） 

第2条 法第12条第1項の規定により、審議会に児童福祉及び精神障がい者福祉に関する事項を
調査審議させるものとする。 
（組織） 

第3条 審議会は、50⼈以内の委員で組織する。 
（委員の任期等） 

第4条 審議会の委員の任期は、3年とする。ただし、補⽋の委員の任期は、前任者の残任期間
とする。 

2 委員は、再任されることができる。 
（委員⻑の職務の代理） 

第5条 審議会の委員⻑に事故があるとき⼜は委員⻑が⽋けたときは、委員⻑があらかじめ指名
する委員がその職務を代理する。 
（会議） 

第6条 審議会は、委員⻑が招集する。 
2 委員⻑は、委員の4分の1以上が審議すべき事項を⽰して招集を請求したときは、審議会を

招集しなければならない。 
3 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 
4 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員⻑の決する

ところによる。 
5 臨時委員は、特別の事項について会議を開き、議決を⾏う場合には、前2項の規定の適⽤に

ついては、委員とみなす。 
（専⾨分科会） 

第7条 法第11条第1項及び第2項の規定により置かれる審議会の専⾨分科会（⺠⽣委員審査専
⾨分科会を除く。以下この条において同じ。）に属すべき委員及び臨時委員は、委員⻑が指名
する。 
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2 審議会の各専⾨分科会に専⾨分科会⻑を置き、当該専⾨分科会に属する委員及び臨時委員の
互選によりこれを定める。 

3 専⾨分科会⻑は、当該専⾨分科会の事務を掌理する。 
4 専⾨分科会⻑に事故があるとき⼜は専⾨分科会⻑が⽋けたときは、専⾨分科会⻑があらかじ

め指名する委員⼜は臨時委員がその職務を代理する。 
（⺠⽣委員審査専⾨分科会） 

第8条 前条第2項から第4項までの規定は、⺠⽣委員審査専⾨分科会について準⽤する。この
場合において、同条第2項中「委員及び臨時委員」とあり、及び同条第4項中「委員⼜は臨時
委員」とあるのは、「委員」と読み替えるものとする。 
（委任） 

第9条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会が定める。 
附 則 

この条例は、平成15年4⽉1⽇から施⾏する。 
附 則（平成26年3⽉27⽇条例第8号） 

この条例は、公布の⽇から施⾏する。 
附 則（平成28年9⽉26⽇条例第43号） 

この条例は、平成28年10⽉1⽇から施⾏する。 
 

○岡崎市社会福祉審議会運営規程（抄）※障がい者福祉専⾨分科会関係 
平成15年４⽉10⽇審議会議決 

（趣旨） 
第１条 この規程は、社会福祉法（昭和26 年法律第45 号。以下「法」という。）及び岡崎市社

会福祉審議会条例（平成14 年12 ⽉19 ⽇条例第47 号。以下「条例」という。）に基づき設
置される岡崎市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し、法令及び条例に定
めるもののほか必要な事項について定めるものとする。 
（副委員⻑） 

第２条 審議会に、条例第５条の規定により委員⻑の職務を代理する委員として、副委員⻑１
⼈を置き、委員⻑が指名する。 
（臨時委員の名称） 

第３条 法第９条に規定された臨時委員は、専⾨委員と称する。 
（専⾨分科会） 

第４条 審議会に、次の岡崎市社会福祉審議会専⾨分科会（以下「専⾨分科会」という。）を置
く。 
（1）⺠⽣委員審査専⾨分科会 
（2）障がい者福祉専⾨分科会 



第６章 資 料 

144 

（3）児童福祉専⾨分科会 
（4）⾼齢者福祉専⾨分科会 
（5）低所得者福祉専⾨分科会 
（6）福祉施策検討専⾨分科会 

２ 前項に掲げる専⾨分科会が調査審議する事項は、別表第１に定める。 
３ 審議会は、第１項各号に定める専⾨分科会のほか必要に応じ、その他の専⾨分科会を置く

ことができる。 
４ 専⾨分科会は、専⾨分科会⻑が招集する。 
５ 専⾨分科会は、その専⾨分科会に属する委員（専⾨委員を含む。以下同じ。）の過半数が出

席しなければ、議事を開き、議決を⾏うことができない。 
６ 専⾨分科会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、専⾨分科会⻑の

決するところによる。 
（副専⾨分科会⻑） 

第５条 各専⾨分科会に、条例第７条第４項の規定により専⾨分科会⻑の職務を代理する委員
として、副専⾨分科会⻑１⼈を置き、各専⾨分科会⻑が指名する。 
（専⾨分科会の会議の特例） 

第６条 ⺠⽣委員審査専⾨分科会の専⾨分科会⻑は、緊急やむをえない必要がある場合には、
委員に対し書⾯により意⾒を求めることにより、会議の開催に代えることができる。 
（専⾨分科会の決議の特例） 

第７条 審議会は、専⾨事項に関し諮問を受けたときは、当該専⾨分科会の決議をもって審議
会の決議とすることができる。 
（庶務） 

第13条 審議会の庶務は、福祉部地域福祉課において総括する。ただし、次の各号に掲げるも
のについては、当該各号に掲げる課が処理するものとする。 

（2）障がい者福祉専⾨分科会 福祉部 障がい福祉課 
別表第１（第４条第２項関係） 各専⾨分科会の審議事項 

分科会名 基本的な 
審議事項 法令が規定する審議会関連事項 

障がい者 
福祉専⾨ 
分科会 

障がい者の 
保健福祉に 
関する事項 

・⾝体障がい者の福祉に関する事項の調査審議  
（社会福祉法第11条第１項） 

・知的障がい者の福祉に関する事項の調査審議  
（児童福祉法第８条第２項） 

・精神障がい者の福祉に関する事項の調査審議  
（社会福祉法第12条第１項） 

 
 
 
・その他障がい者福祉の推進のための調査、検討 

 

註）下記の審議事項は、法令等の規定によらない、独⾃の 
審議事項である。 
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○岡崎市社会福祉審議会障がい者福祉専⾨分科会委員名簿 
【委員任期】平成30年４月１日～令和３年３月31日 

【委 員 数】11人 

役 職 所 属 氏 名 

会 長 日本福祉大学 木全 和巳 

副会長 京ヶ峰岡田病院 竹中 秀彦 

委 員 社会福祉法人 愛知県厚生事業団 伊藤  毅 

委 員 一般社団法人 岡崎市医師会 小出 信澄 

委 員 特定非営利活動法人 岡崎市障がい者福祉団体連合会 加賀 時男 

委 員 岡崎市手をつなぐ育成会 山田美佐子 

委 員 民生委員児童委員協議会 林  智栄 

委 員 社会福祉法人 岡崎市社会福祉協議会 三浦 博幸 

委 員 岡崎市ボランティア連絡協議会 蜂須賀博英 

委 員 西三河福祉相談センター 古田  学 

委 員 一般社団法人 岡崎歯科医師会 田中 浩之 
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